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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 
  

 
(注)１ 営業収益には消費税等は含まれておりません。 

２ 第11期上半期及び第11期は、当社株式は非上場であり、かつ店頭登録もしておりませんので、希薄化後１株当たり中間(当

期)純利益は、１株当たり中間(当期)純利益と同額であります。 

３ 従業員数には、他社への出向者を含めておりません。第11期上半期及び第11期の ( )内は臨時従業員（契約社員及び派遣

社員）の期首期末(中間期末)平均雇用人員数を、外数で記載しております。第12期上半期より従業員数には、契約社員及

び派遣社員の連結会計年度末（中間連結会計期間末）の雇用人数を含めて記載しております。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第11期上半期 第12期上半期 第13期上半期 第11期 第12期

会計期間

自 2004年 
  １月１日 
至 2004年 
  ６月30日

自 2005年
  １月１日 
至 2005年 
  ６月30日

自 2006年
  １月１日 
至 2006年 
  ６月30日

自 2004年
  １月１日 
至 2004年 
  12月31日

自 2005年 
  １月１日 
至 2005年 
  12月31日

会計基準 米国基準 米国基準 米国基準 米国基準 米国基準

営業収益 (百万円) 78,042 86,831 103,310 161,346 183,144

税引前中間(当期) 
純利益

(百万円) 8,493 8,206 13,504 12,679 16,748

中間(当期)純利益 (百万円) 7,863 10,273 8,118 10,821 19,333

純資産額 (百万円) 106,077 240,960 260,386 138,370 251,445

総資産額 (百万円) 433,152 493,039 523,835 439,291 516,457

１株当たり純資産額 (円) 22,644.18 37,925.43 40,905.04 26,888.43 39,511.48

１株当たり中間(当期) 
純利益

(円) 1,678.44 1,770.93 1,275.41 2,221.47 3,178.95

希薄化後１株当たり 
中間(当期)純利益

(円) 1,678.44 1,768.08 1,274.52 2,221.47 3,168.81

自己資本比率 (％) 24.5 48.9 49.7 31.5 48.7

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 24,423 27,323 37,090 52,512 60,763

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △18,681 △19,914 △24,719 △39,882 △57,230

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,009 32,747 △12,301 △9,996 21,330

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高

(百万円) 12,519 50,576 35,353 10,420 35,283

従業員数 (名)
2,614
(3,321)

6,599 7,929
2,743
(3,321)

6,784



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注)１ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２ 第11期上半期の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、当社株式は非上場であり、かつ店頭登録もしておりま

せんでしたので、記載しておりません。また、第11期、第12期上半期及び第12期の潜在株式調整後1株当たり中間(当期)

純利益については、中間(当期)純損失を計上しているため、記載しておりません。 

３ 従業員数には、他社への出向者を含めておりません。第11期上半期及び第11期の ( )内は派遣社員の期首期末(中間期末)

平均雇用人員数を、外数で記載しております。第12期上半期より従業員数には、派遣社員の事業年度末（中間会計期間

末）の雇用人数を含めて記載しております。 

回次 第11期上半期 第12期上半期 第13期上半期 第11期 第12期

会計期間

自 2004年 
  １月１日
至 2004年 
  ６月30日

自 2005年
  １月１日
至 2005年 
  ６月30日

自 2006年
  １月１日
至 2006年 
  ６月30日

自 2004年 
  １月１日 
至 2004年 
  12月31日

自 2005年 
  １月１日
至 2005年 
  12月31日

売上高 (百万円) 29,909 34,503 47,255 64,060 75,002

経常利益 (百万円) 948 137 2,334 1,485 2,109

中間(当期)純利益又は 
損失(△)

(百万円) 905 △1,594 2,210 △1,570 △2,141

資本金 (百万円) 63,133 114,069 114,553 78,133 114,481

発行済株式総数 (千株) 4,685 6,354 6,366 5,146 6,364

純資産額 (百万円) 67,351 185,102 188,027 94,876 185,332

総資産額 (百万円) 235,471 197,127 322,032 155,914 320,208

１株当たり純資産額 (円) 14,377.33 29,133.63 29,537.89 18,436.61 29,122.68

１株当たり中間(当期)純利益 
又は損失(△)

(円) 193.13 △274.78 347.23 △322.36 △352.11

潜在株式調整後１株当たり 
中間(当期)純利益

(円) ― ― 346.99 ― ―

１株当たり中間(年間)配当額 (円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 28.6 93.9 58.4 60.9 57.9

従業員数 (名) 743(245) 1,678 2,444  877(234) 1,542

 



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社並びに当社の連結子会社及び関連会社)が営む事業の

内容について、重要な変更はありません。 

2006年６月30日現在の当社運営会社(当社とMSO契約を締結し、当社が経営指導する地域のケーブルテレ

ビ会社)における各地域毎のケーブルテレビ、高速インターネット接続及び電話の各サービスのホームパ

ス世帯数、加入世帯数及び加入率並びに総加入世帯数は以下のとおりであります。 

  

〈当社運営会社加入世帯数〉(2006年６月30日現在) 

 
(注) １ 各地域には、下記の運営会社の合計を記載しております。 

   

 
  

ケーブルテレビ 高速インターネット接続 電話
総加入 

世帯数 

(注)３
ホームパス 
世帯数

加入 
世帯数

加入率
(注)４

ホームパス
世帯数

加入
世帯数

加入率
(注)４

ホームパス
世帯数

加入 
世帯数

加入率 
(注)４

連結対象運営会社 (注)１ 7,503,900 1,734,000 23.1 7,496,000 920,000 12.3 7,126,000 993,700 13.9 2,081,200

北海道地域 419,300 82,600 19.7 411,400 34,600 8.4 411,300 24,400 5.9 93,800

関東地域 4,236,600 1,065,400 25.1 4,236,600 576,200 13.6 4,077,600 614,700 15.1 1,272,600

関西地域 2,362,700 480,000 20.3 2,362,700 264,600 11.2 2,152,300 290,000 13.5 588,500

九州地域 485,300 106,000 21.8 485,300 44,600 9.2 484,800 64,600 13.3 126,300

持分法適用対象運営会社(注)２ 599,500 112,000 18.7 599,500 49,300 8.2 596,300 63,900 10.7 135,400

運営会社合計 8,103,400 1,846,000 22.8 8,095,500 969,300 12.0 7,722,300 1,057,600 13.7 2,216,600

北海道地域(１社) ：㈱ジェイコム札幌

関東地域 (10社) ：㈱ジェイコム東京、㈱ジェイコム群馬、土浦ケーブルテレビ㈱、 

㈱ジェイコム千葉、㈱ジェイコム湘南、㈱ジェイコムさいたま、 

㈱ジェイコム関東、調布ケーブルテレビジョン㈱、 

㈱ジェイコムせたまち、さくらケーブルテレビ㈱

関西地域 (４社) ：北摂ケーブルネット㈱、㈱ジェイコム関西、㈱ケーブルネット神戸芦屋、 

㈱ケーブルテレビ神戸

九州地域 (２社) ：㈱ケーブルビジョン21、㈱ジェイコム北九州

２ 九州地域内の福岡ケーブルネットワーク㈱及び ㈱ケーブルネット下関の合計を記載しております。

３ 「総加入世帯数」とは、各サービスのうち少なくても一つに加入している世帯の総数をいいます。

４ 加入率(％) ＝ 
加入世帯数

× 100
ホームパス世帯数

５ 世帯数は100世帯未満を四捨五入して表記しております。

６ 各サービスの加入世帯数は、当該サービス以外のサービスにも加入している世帯を含めております。



３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、以下の主要な関係会社に異動がありました。 

(1) 2006年1月6日に、持分法適用関連会社であった関西マルチメディアサービス㈱の株式を追加取得

し、その結果同社は連結子会社となりました。同社の2006年6月末現在の状況は以下の通りでありま

す。 
  

 
  

(2) 2006年1月10日に、六甲アイランドケーブルビジョン㈱の株式を取得し、同社は新たに連結子会社と

なりました。また同社は5月18日をもって当社の連結子会社であった㈱ケーブルネット神戸芦屋と合

併致しました。㈱ケーブルネット神戸芦屋の2006年6月末の状況は以下の通りであります。 

 
  

(3) 2006年4月6日に、さくらケーブルテレビ㈱の株式を取得し、同社は新たに連結子会社となりまし

た。同社の2006年6月末の状況は以下の通りであります。 

 
  

(4) 2006年6月1日に、連結子会社であった浦和ケーブル・テレビ・ネットワーク㈱と㈱メディアさいた

まの二社が合併し、㈱ジェイコムさいたまとなりました。同社の2006年6月末の状況は以下の通りで

あります。 

 

（注）当社と傘下のケーブルテレビ会社との間で締結する、全般的な経営指導サービスの提供契約のこ

とであります。 

  

名称 住所

資本金 
又は 
出資金 
(百万円)

主要な事業の
内容

議決権の
所有又は 
被所有割合
(％)

関 係 内 容

役員の兼任等

資金援助
MSO契約
(注) 当社役員

(人)
当社職員 
(人)

関西マルチメデ
ィアサービス㈱

大阪市 
北区

480
ケーブルイ
ンターネッ
ト接続事業

66.50 1 3 無 無

名称 住所

資本金 
又は 
出資金 
(百万円)

主要な事業の
内容

議決権の
所有又は 
被所有割合
(％)

関 係 内 容

役員の兼任等

資金援助
MSO契約
(注) 当社役員

(人)
当社職員
(人)

㈱ケーブルネッ
ト神戸芦屋

神戸市 
東灘区

2,900
ケーブルテ
レビ事業

54.05 0 8 有 有

名称 住所

資本金 
又は 
出資金 
(百万円)

主要な事業の
内容

議決権の
所有又は 
被所有割合
(％)

関 係 内 容

役員の兼任等

資金援助
MSO契約
(注)当社役員

(人)
当社職員
(人)

さくらケーブル
テレビ㈱

東京都 
墨田区

1,589
ケーブルテ
レビ事業

81.01 0 7 有 有

名称 住所

資本金 
又は 
出資金 
(百万円)

主要な事業の
内容

議決権の
所有又は 
被所有割合
(％)

関 係 内 容

役員の兼任等

資金援助
MSO契約
(注)当社役員

(人)
当社職員
(人)

㈱ジェイコムさ
いたま

さいたま
市大宮区

1,600
ケーブルテレ
ビ事業

85.61 1 5 有 有



４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

(2006年6月30日現在)

 
(注) １ 米国会計基準における連結会社の就業人員の合計数であります。 

２ 当中間連結会計期間における従業員数の増加は、主として新規学卒者の採用、札幌市、福岡市へのアウト

バンドセンター設立、連結対象となる会社の追加によるものであります。 

  

(2）提出会社の状況 

(2006年6月30日現在)

 
(注) １ 関係会社へ出向中の従業員を除き、社外からの出向者を含めた就業人員数を記載しております。 

２ 当中間会計期間における従業員数の増加は、主として新規学卒者の採用、札幌市、福岡市へのアウトバン

ドセンター設立によるものであります。 

(3) 労働組合の状況 

当社及び連結子会社内に労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。

  

正社員数 契約社員数 派遣社員数 従業員数計

3,116名 2,212名 2,601名 7,929名

正社員数 契約社員数 派遣社員数 従業員数計

843名 551名 1,050名 2,444名

 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間の日本経済は、米国経済の減速や原油価格の動向などの不確定要因があるもの

の、約８年に及ぶデフレからの脱却に向けて着実に回復基調を続けております。 

ケーブルテレビ業界においては、放送と通信の融合が急速に進む中で、競合はさらに激化の様相を示

しておりますが、業界としては売上・加入者ともに順調に推移いたしました。 

多チャンネル事業分野では、衛星事業者、DSL・FTTH事業者等との複雑化した競合環境のなか、2011

年７月のアナログ放送終了に向けて、デジタル化への流れは全国的に進みつつあります。 

高速インターネット事業分野では、DSL・ケーブルモデム・FTTH等による高速インターネット接続の

加入契約数の合計が、2006年6月末では2,422万件（総務省「ブロードバンド契約数等の推移」より）と

なり、ブロードバンド化は順調に進捗しております。そのうちケーブルモデムによる高速インターネッ

ト接続サービスは341万件と、多チャンネル放送サービス等とのパッケージとしての提供により契約件

数は着実に増加を続けております。 

電話事業分野では、通信事業者各社により開始された「直収電話サービス」（サービス提供者が加入

者宅まで回線を引き提供するNTT固定電話とほぼ同等の品質固定電話サービス）、FTTH回線などを利用

したIP技術ベースの「プライマリIP電話サービス」等、各事業者間での競争はますます激化しておりま

す。 

このような背景の中で、当社グループは、引き続き「ボリューム+バリュー」を経営戦略の中核に位

置づけ、加入世帯の増加（ボリューム拡大）の追求とともにARPUの向上（バリュー拡充）を図ってまい

りました。 

ボリューム戦略としては、既存エリアにおける加入世帯数の増加施策として、営業・マーケティング

力の強化、地域密着型事業の推進、再送信サービス提供世帯に対する積極的なマーケティング、デジタ

ルサービスの認知度の向上及び地上波放送のアナログからデジタルへの移行に伴う顧客基盤の拡大、新

規顧客層の開拓などを実施しております。2006年2月には、札幌及び福岡の2拠点にアウトバウンド業務

を行うコールセンターを開設し、既加入の顧客サポートとともに各人の嗜好に合わせた新サービスの案

内や既存サービスの再案内などを通じ、顧客満足度の向上、追加サービスの獲得によるARPUの増加及び

解約率の低減を図っております。2006年3月には、総合スーパー国内最大手のイオン㈱と、メディアの

活用、販売、顧客の３分野において業務提携し、同月末よりイオン㈱の一部店舗において、同社が販売

する低価格のデジタル放送非対応型の大画面テレビと「J:COM TVデジタル」サービスのセット販売を開

始いたしました。同時に、イオン㈱の一部の店舗内にJ:COMのアンテナショップを設け、サービスの紹

介と当社グループのサービスへの加入促進を行っております。 

また、既存エリアの拡大のための施策として、幹線の延伸、地理的に近接したケーブルテレビ会社等

との資本提携及び買収を推進しております。当中間連結会計期間の幹線の延伸は、堺市美原区（大阪

府）、遠賀郡遠賀町・水巻町（福岡県）、木更津市請西東（千葉県）を中心に行いました。当中間連結

会計期間に新規に株式を取得し、連結子会社としたケーブルテレビ会社である六甲アイランドケーブル

ビジョン㈱（2006年5月18日に当社の連結子会社である㈱ケーブルネット神戸芦屋と合併いたしまし

た）及びさくらケーブルテレビ㈱のエリア及び回線敷設済みエリアにおける新規住宅建設などによる自

然増を含め、当中間連結会計期間末のホームパス世帯数は前連結会計年度末から207千世帯増加し7,504

千世帯となりました。  



さらに、当社グループは、変革の激しい放送・通信業界において新技術・新サービスへの即応力が重

要であると考え、同業他社との連携によりケーブルテレビ業界全体の競争力強化を図るとともに、他の

ケーブルテレビ会社に対するサービスの提供を行っております。 

バリュー戦略としては、ARPUの増加を目的に、サービスのバンドル化による加入世帯当たりサービス

提供数(バンドル率)の向上と、既存サービスの付加価値の向上を推進してまいりました。 

ケーブルテレビサービスでは、当社グループにおいて2004年４月より本格的に開始した「J:COM TV 

デジタル」の加入世帯数は、当中間期末現在、連結ベースで764千世帯（ケーブルテレビ加入世帯の

44％）と順調に増加いたしました。当社グループは「J:COM TVデジタル」を、アナログサービスである

「J:COM TV アナログ」の月額基本料金に1,000円（税別）追加した4,980円（同、セット・トップ・ボ

ックスの貸し出し費用含む）にて提供しておりますため、デジタル化の進展がARPUの増加に寄与いたし

ます。本サービスにおいては、ハイビジョン番組を多数含んだ地上デジタル放送、BSデジタル放送の他

に、厳選された魅力的な専門チャンネルであるケーブルデジタル放送を、お得な基本パッケージにて提

供しております。さらに、見たいときに見たい番組が視聴できるビデオ・オン・デマンドサービス

（「J:COM オン デマンド」）も提供しております。本サービスは、衛星事業者が提供不可能な、当社

のブロードバンド・ネットワークを最大限活用した双方向デジタルサービスの一例であります。なお、

当社グループでは本年4月15日より順次、ハイビジョン放送も録画可能なハードディスク内蔵型セッ

ト・トップ・ボックス「HDR（エイチ・ディー・アール）」を投入し、デジタル・ビデオ・レコーディ

ング（DVR）サービスの提供を開始しております。同サービスは、「J:COM TV デジタル」の月額基本料

金に800円(税別)の追加料金で利用可能となっております。HDRを利用すると、地上、BS、ケーブル各デ

ジタル放送のハイビジョン番組を内蔵のハードディスクにオリジナルのHD画質のまま約20時間分録画で

きるほか、裏番組や2番組同時の録画にも対応しております。加えて、電子番組表を利用して録画予約

が簡単に行え、さらにタイムシフト機能などが備わっており、利用者の利便性は格段に向上いたしま

す。HDRはその機能性と高いコストパフォーマンスにより人気を得ており、本年3月15日の加入申込受付

開始後、当中間連結会計期間末までに、加入申込数は32,000件（28,000件は設置済み）に達しておりま

す。さらに当社グループでは、本年5月までに順次、ケーブルテレビ画面上で行政など地域の生活に役

立つ情報が双方向にて無料で入手できる「インタラクTV」サービスを全運営会社で開始いたしました。

当社グループは、衛星放送事業者や通信事業者等他社サービスに対する競争力を強化するために、「ハ

イビジョン」、「VOD」、「DVR」をデジタルサービスの3本柱としてケーブルテレビサービスの商品内

容を拡充していく方針であります。  

高速インターネット接続サービスは、最も価格競争が激しい分野でありますが、当社グループは、主

に30Mbps及び8Mbpsの高速インターネット接続サービスを、それぞれ月額基本料金5,500円（税別）、

4,980円（同）で提供しており、順調に顧客基盤を拡大してまいりました。これが可能となった背景と

して、ブロードバンド専用の魅力的なコンテンツの充実、「メール・ウィルススキャンサービス」、

「ファイアーウォールサービス」、「ホームページフィルタリングサービス」、「迷惑メール撃退サー

ビス」及び5つのメールアカウントや大容量のパーソナルホームページ等の基本サービスの充実、オプ

ションサービスとしては「無線ホームＬＡＮ」サービスの提供、さらにバンドルサービスの提供による

パッケージ割引等により、顧客の満足度向上を目指してきたことが挙げられます。また、「J:COM NET 

プレミア」サービス（下り30Mbps、上り2Mbps仕様の機器を利用したベストエフォートサービス）は、

顧客から好評を得ておりますが、さらに高速のサービスを求める顧客のニーズに応えるため、集合住宅

へ光ファイバを引き込み、棟内の同軸網を利用した、最大100Mbpsの超高速インターネット接続サービ

スを、「J:COM NET 光」として集合住宅向けに提供を開始いたしました。大きな追加投資をすることな

く、既存のHFC（光同軸ハイブリッド）ネットワークを活用したさらなる高速サービスの実現に向け

て、最新の技術の検証も実施していく予定であります。 



電話サービスでは、東日本電信電話㈱及び西日本電信電話㈱と同等の高品質のプライマリ固定電話サ

ービスを「J:COM PHONE」として、東日本電信電話㈱及び西日本電信電話㈱の基本料金、通話料金と比

して割安に提供しております。番号ポータビリティや、利用頻度の高い顧客に対するボリューム・ディ

スカウント、加入者間通話の割引、割安なオプションサービス並びにバンドルサービスによるパッケー

ジ割引等のサービスを提供し、顧客満足度の向上を図ってまいりました。なお、本年3月より㈱ウィル

コムと提携し開始した移動体通信サービス「J:COM MOBILE」との通話が大幅に割引になるオプションサ

ービスも導入しております。「J:COM PHONE」は当中間連結会計期間末現在、さくらケーブルテレビ㈱

を除く18の運営会社で提供しております。2005年以降、新たに電話サービスを開始した運営会社(㈱ジ

ェイコム札幌、㈱ジェイコム関西南大阪局、同堺局(一部)、調布ケーブルテレビジョン㈱、㈱ジェイコ

ムせたまち、㈱ジェイコム群馬及び㈱ケーブルテレビ神戸)においては、IP技術を利用し従来の交換機

による電話サービスと同様の品質・サービスを実現した固定電話サービスを導入いたしました。このIP

電話サービスは、一部のインターネットサービスプロバイダーがそのオプションサービスとして提供し

ている、電話番号が050で始まるIP電話サービスと異なり、番号ポータビリティや緊急通報（110番、

118番、119番等への通話）に対応した高品質のプライマリIP電話サービスであります。なお、さくらケ

ーブルテレビ㈱においても本年中に、プライマリIP電話サービスを提供する計画であり、これにより当

社グループの全ての運営会社が電話サービスの提供を行うことになります。今後は他のエリアにおいて

も、順次このプライマリIP電話サービスを導入していく予定であります。 

上記のほか、当社はMSOとして、当社グループの事業組織のスリム化により運営会社ごとに重複した

コストの削減を進め、全運営会社のさらなる経営効率の向上に努めております。例といたしましては、

各運営会社がそれぞれ保有していたコールセンター機能を集約し、統合カスタマーセンターを全国6ヶ

所に設置しております。また、放送通信サービスのセンター系の機器を設置運用している「マスターヘ

ッドエンド」については、隣接する複数のケーブルテレビ局を最も経済的かつ効率的な規模で運営でき

る一定の地域に1ヶ所とし、全国で3ヶ所に集約しております。これらに加え、従来、各運営会社に在籍

していた顧客宅の引込工事作業等の技術員をケーブルテレビ会社向けに設備工事等を行う子会社（㈱ジ

ェイコムテクノロジー）に移管し、業務を効率化させております。また、「J:COM」ブランドの下で統

一的なマーケティングを展開することで、販売費及び一般管理費を平準化し、併せて効率的な販売促進

を実現できると考えております。さらに、当社グループが拡大する顧客基盤を背景に、より有利な条件

で番組や機器を購入するために、当社グループの取引先に対する交渉力を高めてまいります。  

以上の活動の結果、当中間連結会計期間の営業収益は、前年同期比164億79百万円増（前年同期比

19％増）の1,033億10百万円となりました。これは主として、新規に取得した連結子会社によるもの

（56億21百万円）を含め、ケーブルテレビ、高速インターネット接続及び電話のサービス加入世帯数

が、それぞれ増加したことによるものであります。さらにはデジタルTVサービス及び30Mbps高速インタ

ーネットサービスの加入者が増加したことも挙げられます。 

営業費用は、前年同期比117億30百万円増（同15.4％増）の877億8百万円となりました。増加の主な

要因は、新規に取得した連結子会社にかかる費用（48億15百万円）を含め、ケーブルテレビ加入世帯数

の増加に伴う番組購入費用の増加、加入者数の増加に伴う引込線維持費用及びネットワーク設備費用の

増加などであります。この結果、営業利益は前年同期比47億49百万円増（同43.8％増）の156億2百万円

となっております。 

その他の費用として借入金を返済したこと等による支払利息の減少があったものの、法人税等が前年

同期比74億53百万円増の53億86百万円となったことに伴い、中間純利益は、前年同期比21億55百万円減

（同21.0％減）の81億18百万円となりました。 



資金調達に関しましては、当中間連結会計期間における借入金の増加（純額）はなく（中間連結財務

諸表注記６長期借入金を参照下さい）、ストックオプションの行使による新株発行で143百万円増加い

たしました。 

当中間連結会計期間末の当社連結グループが提供するサービスへの総加入世帯数（いずれか１つ以上

のサービスに加入している世帯数）は、前年同期末比14％増の2,081,200世帯となり、加入世帯当たり

のサービス提供数は、前年同期末比の1.71から1.75に増加いたしました。 

 各サービスの概況は以下のとおりであります。 

○ケーブルテレビサービス 

当中間連結会計期間末のホームパス世帯数は7,503,900世帯、加入世帯数は1,734,000世帯（前年同

期末比12％増）となりました。 

○高速インターネット接続サービス 

当中間連結会計期間末のホームパス世帯数は7,496,000世帯、加入世帯数は920,000世帯（前年同期

末比20％増）となりました。 

○電話サービス 

当中間連結会計期間末のホームパス世帯数は7,126,000世帯、加入世帯数は993,700世帯（前年同期

末比23％増）となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物(以下「資金」という)は、前年同期末から152億

23百万円減少（前年期末から70百万円増加）の353億53百万円となりました。 

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー）  

 営業活動の結果得られた資金は370億90百万円で、前年同期の273億23百万円に比べ97億67百万円の増

加となりました。これは、主にOCF(営業収益より番組・その他費用、販売費及び一般管理費を控除した

額)が70億80百万円改善したことによるものであります。  

(投資活動によるキャッシュ・フロー）  

 投資活動の結果使用した資金は247億19百万円で、前年同期の199億14百万円の使用に比べ48億5百万

円の増加となりました。これは、資本的支出が74億63百万円増加したことによるものであります。な

お、新規及び既存子会社の株式取得に要した資金が18億38百万円減少したこと等により一部相殺されて

おります。  

（財務活動によるキャッシュ・フロー）  

 財務活動の結果使用した資金は123億1百万円であります。当中間連結会計期間は、63億46百万円のキ

ャピタルリース債務の元本支払い及び52億69百万円（純額）の借入金返済をいたしました。前年同期は

536億47百万円の借入金の返済及び57億92百万円のキャピタルリースの債務の元本支払いがあったもの

の、株式公開に伴い906億42百万円の資金調達があったため、327億47百万円の資金の増加となりまし

た。 

  



２ 【販売の状況】 

当中間連結会計期間の販売実績は次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 金額には消費税等は含まれておりません。 

２ 主な相手先別の販売実績については総販売実績に対する割合が10％以上の相手先はありませんので記載を省

略しております。 

３ 利用料収入の内訳は、ケーブルテレビ利用料収入48,047百万円、インターネット利用料収入27,724百万円、

電話利用料収入16,992百万円であります。 

  

３ 【対処すべき課題】 

当社グループにとっての最重要課題は、衛星事業者や通信事業者との競合が激しさを増す状況におい

て、今後とも持続的な成長を維持していくことであります。  

 成長を維持するために、加入者世帯数及びARPUの増加を目指し、以下のような成長戦略を着実に実現し

てまいります。  

(１)営業・マーケティング力の強化 

(２)地域密着型事業の推進 

(３)再送信サービス提供世帯に対する積極的なマーケティング 

(４)デジタルサービスの認知度の向上及び地上波放送のアナログからデジタルへの移行に伴う顧客 

   基盤の拡大  

(５)新規顧客層の開拓 

(６)幹線の延伸 

(７)地理的に近接したケーブルテレビ会社等との資本提携及び買収 

(８)ケーブルテレビ業界全体の競争力の強化 

(９)サービスのバンドル化による加入世帯当たりのサービス提供数(バンドル率)の向上 

(10)既存サービスの付加価値向上 

(11)新規サービスの開発 

これらに加え、スケールメリットを最大限活かしたMSO機能をさらに高めることにより、効率的な設備

投資を実行し、グループ全体としてのカスタマーサービス機能及び技術機能を強化することで、事業運営

のさらなる効率化を実現いたします。 

コーポレート・ガバナンスの充実に関しましては、「株主、顧客、従業員、社会に対する中長期的な企

業価値の最大化」を図るための取締役・監査役制度を軸に、効率性、透明性を持つ機能の強化と位置づけ

ております。「中長期的な企業価値の増大」の担い手である全役員、全従業員が法律、社会基盤、倫理等

について継続的に意識の維持向上をはかり、着実な実践につなぐべく、企業理念や行動指針をはじめとす

るコンプライアンスやリスクマネジメントの根幹となる各種規程書類を整備し、その適正な運用に向けた

定期的なセミナー等の開催を実行しております。 

区分 金額(百万円) 前年同期比(％)

利用料収入 (注)３ 92,763 119.0

その他の収入 10,547 118.7

合計 103,310 119.0



一方、法定、任意の情報開示を積極的に行う為に、当社は会社情報の開示や取り扱いに関する社内規程

を整備しております。当社の経営方針と営業活動が、正しく株主、顧客、従業員、社会に理解され、効率

性、透明性が高まるよう、法定の情報開示にとどまらず、開示内容の充実に積極的に取り組んでまいりま

す。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

５ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末において計画した重要な設備の新設、拡充、改修、除

却、売却等について、重要な変更はありません。 

  

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末において計画した重要な設備の新設、拡充、改修、除

却、売却等のうち、完了したものはありません。 

  

当中間連結会計期間において、新たに重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はしており

ません。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

（2006年６月30日現在） 

 
  

② 【発行済株式】 

 
(注) 提出日現在の発行数には、2006年9月1日から提出日までの新株引受権又は新株予約権の行使により発行された

株式数は含まれておりません。 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

① 新株予約権 

2006年３月28日開催の株主総会決議によるもの 

 
（注）１ 新株予約権１個当たりの目的たる株式の数（以下、「付与株式数」という。）が調整される場合には、当該

調整後の付与株式数に発行する新株予約権の総数を乗じた数に調整されるものとします。ただし、新株予約

権を発行する日（以下、「発行日」という。）以降、当社が当社普通株式の分割又は併合を行う場合には、

次の算式により新株予約権の目的たる株式の数を調整するものとします。  

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率  

この調整は当該時点で行使される新株予約権の目的たる株式の数についてのみ行われ、調整により１株未満

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 15,000,000

優先株式 5,000,000

計 20,000,000

種類
中間会計期間末現在
発行数(株) 

（2006年６月30日）

提出日現在発行数
(株) 

（2006年９月28日）

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式(注) 6,365,629.74 6,366,185.74 ジャスダック証券取引所
権利内容に何ら限定のない
当社における標準的な株式

計 6,365,629.74 6,366,185.74 ― ―

区分
中間会計期間末現在
(2006年６月30日)

提出日の前月末現在 
(2006年８月31日)

新株予約権の数(個) (注)１ 304 304

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) (注)１ 304 304

新株予約権の行使時の払込金額 新株予約権１個につき1円 同左

新株予約権の行使期間 自 2006年4月26日
至 2026年3月31日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額

発行価格  1円
資本組入額 1円

同左

新株予約権の行使の条件 (注）２ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡には取締役会の承認を要
する。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―



の端数が生じた場合は、これを切り捨てます。また、当社が他社と新設合併若しくは吸収合併を行い新株予

約権が承継される場合、又は当社が新設分割若しくは吸収分割を行う場合、その他これらに準じて付与株式

数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、合併又は会社分割等の条件を勘案のうえ、合理的

な範囲で付与株式数を調整するものとします。 

２ ① 新株予約権者は、当社の取締役、監査役及び業務執行上で中枢的な役割を担う重要な役職の地位を、解

任等の事由以外で喪失した場合、新株予約権の行使可能期間を超えない範囲で、当該喪失日の翌日（以

下、「権利行使開始日」という。）から２年間に限り新株予約権を行使することができます。  

② 新株予約権者は、上記①にかかわらず、以下のア）イ）に定める事由が生じた場合には、それぞれに定

める期間内に限り新株予約権を行使できます。  

ア）2024年３月31日に至るまで新株予約権者が権利行使開始日を迎えなかった場合には、2024年４月  

  １日より新株予約権を行使できるものとします。  

イ）当社が消滅会社となる合併で存続会社となる会社が本新株予約権に係る義務を承継する旨の定め  

  のない合併契約書の議案、当社が完全子会社となる株式交換又は株式移転で完全親会社となる会  

  社が本新株予約権に係る義務を承継する旨の定めのない議案につき当社株主総会で承認された場  

  合には、当該承認日の翌日から15日間行使できるものとします。  

③ 各新株予約権の一部行使はできないものとします。  

  

2004年７月９日開催の臨時株主総会決議によるもの 

 
(注) １ 株主総会において新株予約権の付与決議がなされたもののうち、実際に当社と被付与者との間で付与契約が

締結され、かつ当該付与契約上、取得者が権利を喪失していない新株予約権の数及び新株予約権の目的とな

る株式の数を記載しております。 

２ 新株予約権発行後に当社が株式の分割若しくは併合を行う場合、又はその他の事由により調整の必要が生じ

た場合には、新株予約権の目的となる株式の数及び権利行使価額は調整され、それに伴い価格は変動しま

す。 

※新株予約権行使の条件 

１ 新株予約権は、下記５の場合を除き、割当対象者に限り行使することができます。 

２ 割当対象者(但し、新株予約権の割当に際して取締役会が定める割当対象者名簿(以下、単に「割当対象者名

簿」という)に「非管理職」として記載されている割当対象者を除く)は、以下の区分に従って、割当を受け

た新株予約権の一部又は全部を行使することができます。なお、以下の計算の結果、行使可能な新株予約権

のうち１個に満たない端数がある場合には、１個に切り上げた数とします。 

 (ア) 2005年９月12日から2006年９月11日までは、割当を受けた新株予約権の個数の４分の１について、行使

することができます。 

 (イ) 2006年９月12日から2007年９月11日までは、割当を受けた新株予約権の個数の４分の２について、行使

することができます。 

 (ウ) 2007年９月12日から2008年９月11日までは、割当を受けた新株予約権の個数の４分の３について、行使

することができます。 

 (エ) 2008年９月12日から2012年８月23日までは、割当を受けた新株予約権の個数のすべてについて、行使す

ることができます。 

３ 割当対象者名簿に「非管理職」として記載されている割当対象者については、2006年９月12日以降、新株予

約権の行使が可能となるものとし、同日以降、2012年８月23日まで、割当を受けた新株予約権の一部又は全

区分 中間会計期間末現在
(2006年６月30日)

提出日の前月末現在 
(2006年８月31日)

新株予約権の数(個) (注)１ 3,593 3,568

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) (注)１,２
21,558 21,408

(新株予約権１個当たりの目的
となる株式の数 ６株)

(新株予約権１個当たりの目的
となる株式の数 ６株)

新株予約権の行使時の払込金額(注)２ 新株予約権１個につき
480,000円

同左

新株予約権の行使期間 自 2004年９月12日
至 2012年８月23日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(注)２

発行価格  80,000円
資本組入額 40,000円

同左

新株予約権の行使の条件 ※ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡には取締役会の承認を要
する。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―



部を行使することができます。 

４ 新株予約権発行後に割当対象者が当社又は当社のグループ事業会社の取締役、監査役又は従業員の地位を喪

失した場合、及び当社の大株主の構成に重大な変更が生じた場合には、上記２及び３の定めにかかわらず、

下記７記載の「新株予約権割当契約」の定めるところにより、新株予約権の行使につき別に取り扱うことが

できるものとします。 

５ 新株予約権発行後、新株予約権を喪失することなく割当対象者が死亡した場合には、その相続人による新株

予約権の行使を認めますが、行使可能な新株予約権の個数、行使可能な期間その他の新株予約権の行使の条

件については、下記７記載の「新株予約権割当契約」に定めるところによるものとします。 

６ 新株予約権発行後、当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行う場合、又は株式交換若しくは株式移転を

行う場合、その他調整の必要が生じた場合は、合理的な範囲で、但し割当対象者に追加の実質的な経済的利

益を与えることなく、新株予約権の目的となる株式数、権利行使価額、権利行使期間その他について必要と

認める調整を行い、権利行使を制限し、又は未行使の新株予約権を失効させることができるものとします。

７ 上記の他、割当対象者が当社又は当社のグループ事業会社の取締役、監査役又は従業員の地位を喪失した場

合の行使可能な新株予約権の個数、行使可能な期間等、新株予約権の喪失事由その他の新株予約権の行使の

条件及び細目については、2004年６月24日及び同年７月９日開催の当社取締役会決議並びに同年７月９日開

催の当社株主総会決議に基づき、当社と割当対象者との間で締結した「新株予約権割当契約」に定めるとこ

ろによるものとします。 

８ 上記の定めにかかわらずアットネットホーム㈱の取締役、監査役及び従業員である割当対象者に対し、新株

予約権の行使に関し別途個別に定める期間は以下となっております。 

 Ａ 割当対象者名簿に「非管理職」として記載されている割当対象者  

 2012年８月23日までに、割当を受けた新株予約権の一部又は全部を行使することができます。  

  Ｂ 割当対象者名簿に「管理職」として記載されている割当対象者 

ａ 2003年９月12日以前に、アットネットホーム㈱に入社した者  

  2012年８月23日までに、割当を受けた新株予約権の個数のすべてについて、行使することができます。 

ｂ 2003年９月13日以後に、アットネットホーム㈱に入社した者  

 (ア) 2006年９月11日までは、割当を受けた新株予約権の個数の４分の３について、行使することができま

す。 

 (イ) 2006年９月12日から2012年８月23日までは、割当を受けた新株予約権の個数のすべてについて、行使

することができます。 

  

2003年10月３日開催の臨時株主総会決議によるもの 

 
(注) １ 株主総会において新株予約権の付与決議がなされたもののうち、実際に当社と被付与者との間で付与契約が

締結され、かつ当該付与契約上、取得者が権利を喪失していない新株予約権の数及び新株予約権の目的とな

る株式の数を記載しております。 

２ 新株予約権発行後に当社が株式の分割若しくは併合を行う場合、又はその他の事由により調整の必要が生じ

た場合には、新株予約権の目的となる株式の数及び権利行使価額は調整され、それに伴い価格は変動しま

す。 

区分 中間会計期間末現在
(2006年６月30日)

提出日の前月末現在 
(2006年８月31日)

新株予約権の数(個) (注)１ 6,106 6,102

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) (注)１,２
36,636 36,612

(新株予約権１個当たりの目的
となる株式の数 ６株)

(新株予約権１個当たりの目的
となる株式の数 ６株)

新株予約権の行使時の払込金額(注)２ 新株予約権１個につき
480,000円

同左

新株予約権の行使期間 自 2003年12月12日
至 2012年８月23日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(注)２

発行価格  80,000円
資本組入額 40,000円

同左

新株予約権の行使の条件 ※ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡には取締役会の承認を要
する。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―



※新株予約権行使の条件 

１ 新株予約権は、下記５の場合を除き、割当対象者に限り行使することができます。 

２ 割当対象者(但し、新株予約権の割当に際して取締役会が定める割当対象者名簿(以下単に「割当対象者名

簿」という)に「非管理職」として記載されている割当対象者を除く)は、以下の区分に従って、割当を受

けた新株予約権の一部又は全部を行使することができます。なお、以下の計算の結果、行使可能な新株予

約権のうち１個に満たない端数がある場合には、１個に切り上げた数とします。 

(ア) 2006年９月11日までは、割当を受けた新株予約権の個数の４分の２について、行使することができま

す。 

(イ) 2006年９月12日から2007年９月11日までは、割当を受けた新株予約権の個数の４分の３について、行

使することができます。 

(ウ) 2007年９月12日から2012年８月23日までは、割当を受けた新株予約権の個数のすべてについて、行使

することができます。 

３ 割当対象者名簿に「非管理職」として記載されている割当対象者については、2012年８月23日まで、割当を

受けた新株予約権の一部又は全部を行使することができます。 

４ 新株予約権発行後に割当対象者が当社又は当社のグループ事業会社の取締役、監査役又は従業員の地位を喪

失した場合、及び当社の大株主の構成に重大な変更が生じた場合には、上記２及び３の定めにかかわらず、

下記７記載の「新株予約権割当契約」に定めるところにより、新株予約権の行使につき別に取り扱うことが

できるものとします。 

５ 新株予約権発行後、新株予約権を喪失することなく割当対象者が死亡した場合には、その相続人による新株

予約権の行使を認めますが、行使可能な新株予約権の個数、行使可能な期間その他の新株予約権の行使の条

件については、下記７記載の「新株予約権割当契約」に定めるところによるものとします。 

６ 新株予約権発行後、当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行う場合、又は株式交換若しくは株式移転を

行う場合、その他調整の必要が生じた場合は、合理的な範囲で、但し割当対象者に追加の実質的な経済的利

益を与えることなく、新株予約権の目的となる株式数、権利行使価額、権利行使期間その他について必要と

認める調整を行い、権利行使を制限し、又は未行使の新株予約権を失効させることができるものとします。

７ 上記の他、割当対象者が当社又は当社のグループ事業会社の取締役、監査役又は従業員の地位を喪失した場

合の行使可能な新株予約権の個数、行使可能な期間等、新株予約権の喪失事由その他の新株予約権の行使の

条件及び細目については、2003年９月18日開催の当社取締役会決議及び2003年10月３日開催の当社臨時株主

総会決議に基づき、当社と割当対象者との間で締結した「新株予約権割当契約」に定めるところによるもの

とします。 

  

2002年７月８日開催の臨時株主総会決議によるもの 

 
(注) １ 株主総会において新株予約権の付与決議がなされたもののうち、実際に当社と被付与者との間で付与契約が

締結され、かつ当該付与契約上、取得者が権利を喪失していない新株予約権の数及び新株予約権の目的とな

る株式の数を記載しております。 

２ 新株予約権発行後に当社が株式の分割若しくは併合を行う場合、又はその他の事由により調整の必要が生じ

た場合には、新株予約権の目的となる株式の数及び権利行使価額は調整され、それに伴い価格は変動しま

す。 

区分 中間会計期間末現在
(2006年６月30日)

提出日の前月末現在 
(2006年８月31日)

新株予約権の数(個) (注)１ 4,362 4,359

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) (注)１,２
26,172 26,154

(新株予約権１個当たりの目的
となる株式の数 ６株)

(新株予約権１個当たりの目的
となる株式の数 ６株)

新株予約権の行使時の払込金額(注)２ 新株予約権１個につき
480,000円

同左

新株予約権の行使期間 自 2002年９月12日
至 2012年８月23日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(注)２

発行価格  80,000円
資本組入額 40,000円

同左

新株予約権の行使の条件 ※ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡には取締役会の承認を要
する。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―



※新株予約権行使の条件 

１ 新株予約権は、下記５の場合を除き、割当対象者に限り行使することができます。 

２ 割当対象者(但し、新株予約権の割当に際して取締役会が定める割当対象者名簿(以下単に「割当対象者名

簿」という)に「非管理職」として記載されている割当対象者を除く)は、以下の区分に従って、割当を受

けた新株予約権の一部又は全部を行使することができます。なお、以下の計算の結果、行使可能な新株予

約権のうち１個に満たない端数がある場合には、１個に切り上げた数とします。 

(ア) 2006年９月11日までは、割当を受けた新株予約権の個数の４分の３について、行使することができま

す。 

(イ) 2006年９月12日から2012年８月23日までは、割当を受けた新株予約権の個数のすべてについて、行使

することができます。 

３ 割当対象者名簿に「非管理職」として記載されている割当対象者については、2012年８月23日までに、割当

を受けた新株予約権の一部又は全部を行使することができます。 

４ 新株予約権発行後に割当対象者が当社又は当社のグループ事業会社の取締役、監査役又は従業員の地位を喪

失した場合、及び当社の大株主の構成に重大な変更が生じた場合には、上記２及び３の定めにかかわらず、

下記７記載の「新株予約権割当契約」に定めるところにより、新株予約権の行使につき別に取り扱うことが

できるものとします。 

５ 新株予約権発行後、新株予約権を喪失することなく割当対象者が死亡した場合には、その相続人による新株

予約権の行使を認めますが、行使可能な新株予約権の個数、行使可能な期間その他の新株予約権の行使の条

件については、下記７記載の「新株予約権割当契約」に定めるところによるものとします。 

６ 新株予約権発行後、当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行う場合、又は株式交換若しくは株式移転を

行う場合、その他調整の必要が生じた場合は、合理的な範囲で、但し割当対象者に追加の実質的な経済的利

益を与えることなく、新株予約権の目的となる株式数、権利行使価額、権利行使期間その他について必要と

認める調整を行い、権利行使を制限し、又は未行使の新株予約権を失効させることができるものとします。

７ 上記の他、割当対象者が当社又は当社のグループ事業会社の取締役、監査役又は従業員の地位を喪失した場

合の行使可能な新株予約権の個数、行使可能な期間等、新株予約権の喪失事由その他の新株予約権の行使の

条件及び細目については、2002年６月18日開催の当社取締役会決議及び2002年７月８日開催の当社臨時株主

総会決議に基づき、当社と割当対象者との間で締結した「新株予約権割当契約」に定めるところによるもの

とします。 



② 商法等の一部を改正する法律(2001年法律第128号)による改正前の商法(以下「旧商法」という。)

第280条ノ19の規定に基づくストックオプションの内容等は次のとおりであります。 
  

2001年５月１日開催の臨時株主総会の特別決議によるもの 

 
(注) １ 株主総会において新株引受権の付与決議がなされたもののうち、実際に当社と被付与者との間で付与契約が

締結され、かつ当該付与契約上、取得者が権利を喪失していない新株引受権の目的となる株式の数を記載し

ております。 

２ 新株引受権発行後に当社が株式の分割若しくは併合を行う場合、又はその他の事由により調整の必要が生じ

た場合には、新株引受権の目的となる株式の数及び権利行使価額は調整され、それに伴い価格は変動しま

す。 

※新株引受権行使の条件 

１ 新株引受権の譲渡、質入れ及び一切の処分は認めないものとします。 

２ 被付与者は、2010年８月23日までに、付与株式数のすべてについて、行使することができます。 

３ 上記２の定めにかかわらず、被付与者のうち、新株引受権付与時点において、当社又は当社のグループ事業

会社の役員若しくは従業員の地位を退任若しくは退職している認定支援者で当社が特に指定した者について

は、会社の新規株式公開の日から２年間に限り、付与された新株引受権の全部又は一部を行使することがで

きます。 

４ 新株引受権付与後、被付与者が、当社又は当社のグループ事業会社の役員若しくは従業員の地位を喪失した

場合及び当社の大株主の構成に重大な変更が生じた場合には上記２の定めに拘らず、下記６記載の「新株引

受権付与契約」に定めるところにより、新株引受権の行使につき別に取り扱うことができるものとします。

５ 新株引受権付与後、新株引受権を喪失することなく被付与者が死亡した場合には、その相続人による新株予

約権の行使を認めますが、権利行使可能な株式数、権利行使可能な期間その他の権利行使の条件について

は、下記６記載の「新株引受権付与契約」に定めるところによるものとします。 

６ 上記の他、被付与者が当社又は当社のグループ事業会社の役員又は従業員の地位を喪失した場合の権利行使

可能な株式数及び権利行使可能な期間等、新株引受権の喪失事由その他の新株引受権の行使の条件及び細目

については、2001年４月27日開催の取締役会決議及び2001年５月１日開催の当社臨時株主総会決議に基づ

き、当社と当社取締役、従業員又は認定支援者との間で締結した「新株引受権付与契約」に定めるところに

よります。 

７ 新株引受権付与後、当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行う場合、又は株式交換若しくは株式移転を

行う場合、その他調整の必要が生じた場合は、合理的な範囲で、但し被付与者に追加の実質的な経済的利益

を与えることなく、新株引受権の付与株式数、発行価額、行使期間その他について必要と認める調整を行

い、また権利行使を制限し、未行使の新株引受権を失効させることができるものとします。 

区分 中間会計期間末現在
(2006年６月30日)

提出日の前月末現在 
(2006年８月31日)

新株引受権の数 ― ―

新株引受権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株引受権の目的となる株式の数(株) (注)１,２ 87,077 86,257

新株引受権の行使時の払込金額(注)２ 80,000円 同左

新株引受権の行使期間 自 2001年９月12日
至 2010年８月23日

同左

新株引受権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額

発行価格  80,000円
資本組入額 40,000円

同左

新株引受権の行使の条件 ※ 同左

新株引受権の譲渡に関する事項 譲渡することはできない。 同左

代用払込みに関する事項 ― ―



2000年８月23日開催の臨時株主総会の特別決議によるもの 

 
(注) １ 株主総会において新株引受権の付与決議がなされたもののうち、実際に当社と被付与者との間で付与契約が

締結され、かつ当該付与契約上、取得者が権利を喪失していない新株引受権の目的となる株式の数を記載し

ております。 

２ 2000年８月23日開催の臨時株主総会の特別決議は、2000年９月19日の臨時株主総会の特別決議により、一部

変更されております。 

※新株引受権行使の条件 

１ 新株引受権の譲渡、質入れ及び一切の処分は認めないものとします。 

２ 被付与者は、2010年８月23日までに、付与株式数のすべてについて、行使することができます。 

３ 新株引受権付与後、被付与者が、当社又は当社のグループ事業会社の役員若しくは従業員の地位を喪失した

場合及び当社の大株主の構成に重大な変更が生じた場合には上記２の定めに拘らず、下記５記載の「新株引

受権付与契約」に定めるところにより、新株引受権の行使につき別に取り扱うことができるものとします。

４ 新株引受権付与後、新株引受権を喪失することなく被付与者が死亡した場合には、その相続人による新株引

受権の行使を認めますが、権利行使可能な株式数、権利行使可能な期間その他の権利行使の条件について

は、下記５記載の「新株引受権付与契約」に定めるところによるものとします。 

５ 上記の他、被付与者が当社又は当社のグループ事業会社の役員若しくは従業員の地位を喪失した場合の権利

行使可能な株式数及び権利行使可能な期間等、新株引受権の喪失事由その他の新株引受権の行使の条件及び

細目については、2000年８月23日開催の当社臨時株主総会決議及び同日開催の当社取締役会決議に基づき、

当社と当社取締役、従業員又は認定支援者との間で締結した「新株引受権付与契約」に定めるところにより

ます。 

６ 新株引受権付与後、当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行う場合、又は株式交換若しくは株式移転を

行う場合、その他調整の必要が生じた場合は、合理的な範囲で、但し被付与者に追加の実質的な経済的利益

を与えることなく、新株引受権の付与株式数、発行価額、行使期間その他について必要と認める調整を行

い、また権利行使を制限し、未行使の新株引受権を失効させることができるものとします。 

区分 中間会計期間末現在
(2006年６月30日)

提出日の前月末現在 
(2006年８月31日)

新株引受権の数 ― ―

新株引受権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株引受権の目的となる株式の数(株)（注)１ 2,088 2,088

新株引受権の行使時の払込金額 92,000円 同左

新株引受権の行使期間 自 2000年９月11日
至 2010年８月23日

同左

新株引受権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額

発行価格  92,000円
資本組入額 46,000円

同左

新株引受権の行使の条件 ※ 同左

新株引受権の譲渡に関する事項 譲渡することはできない。 同左

代用払込みに関する事項 ― ―



(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
(注)１ 2006年3月28日開催の定時株主総会における資本準備金減少決議に基づき、資本準備金60,396百万円を取崩

し、資本の欠損の補填に充当するとともに、その他資本剰余金に振り替えております。 

２ ストックオプション行使による増加    発行価格   80,000円 

                      資本組入額  40,000円 

３ 2006年７月１日から2006年８月31日までの間に、ストックオプション(新株予約権及び新株引受権）の行使

により、発行株式総数556株、資本金22百万円及び資本準備金22百万円が増加しております。   

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 
(百万円)

2006年５月２日（注）１ － 6,363,840.74 － 114,481 △60,396 28,621

2006年１月１日～ 
2006年６月30日（注）２ 

1,789 6,365,629.74 72 114,553 71 28,692



(4) 【大株主の状況】 

(2006年６月30日現在)

 
(注)１ 日本マスタートラスト信託銀行株式会社が所有する株式は、すべて信託業務に係る株式であります。 

  ２ 2005年10月14日付で、アーチザン・パートナーズ・リミテッド・パートナーズシップ(Artisan Partners 

Limited Partnership)から、323,316株(当中間期末議決権比率5.08％）を所有している旨の大量保有報告書が

関東財務局に提出されておりますが、当社として当中間期末現在の実質所有株式数を株主名簿において確認が

できておりませんので、上記「大株主の状況」では考慮しておりません。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数 
(株)

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合(％)

住商／エルジーアイ・スーパー・メディ
ア・エルエルシー

12300 LIBERTY BOULEVARD, ENGLEWOOD, CO 80112 U.S.A. 3,987,238.00 62.64

ステート ストリート バンク アンド ト
ラスト カンパニー 
(常任代理人 株式会社みずほコーポレ
ート銀行 兜町証券決済業務室)

P.O.BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS 02101 U.S.A 
(東京都中央区日本橋兜町6番7号)

369,412.00 5.80

ステート ストリート バンク アンド ト
ラスト カンパニー 505025 
(常任代理人 株式会社みずほコーポレ
ート銀行 兜町証券決済業務室)

P.O.BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS 02101 U.S.A 
(東京都中央区日本橋兜町6番7号)

155,646.00 2.45

インベスターズ バンク 
（常任代理人 スタンダード チャータ
ード銀行）

200 CLARENDON STREET P.O. BOX 9130 BOSTON, MA 02117-
9130 
(東京都千代田区永田町2丁目11-1山王パークタワー21階)

131,038.00 2.06

ザ チェース マンハッタン バンク 
エヌ エイ ロンドン エス エル オ
ムニバス アカウント 
（常任代理人 株式会社みずほコーポレ
ート銀行 兜町証券決裁業務室）

WOOLGATE HOUSE，COLEMAN STREET LONDON EC2P 2HD，
ENGLAND 
（東京都中央区日本橋兜町6番7号）

122,000.00 1.92

ノーザン トラスト カンパニー(エイ
ブイエフシー)サブ アカウント アメ
リカン クライアント 
（常任代理人 香港上海銀行東京支店カ
ストディ業務部）

50 BANK STREET CANARY WHART LONDON E14 5NT UK 
(東京都中央区日本橋3丁目11－1）

96,574.00 1.52

バンク オブ ニユーヨーク ジーシー
エム クライアント アカウンツ イー
アイエスジー 
（常任代理人 株式会社三菱東京ＵＦＪ
銀行カストディ業務部）

PETERBOROUGH COURT 133 FLEET STREET LONDON EC4A
2BB，UNITED KINGDOM 
（東京都千代田区丸の内2丁目7－1）

92,414.00 1.45

ゴールドマン・サックス・インターナシ
ョナル 
（常任代理人 ゴールドマン・サックス
証券会社東京支店）

133 FLEET STREET LONDON EC4A 2BB, U.K 
(東京都港区六本木6丁目10－1六本木ヒルズ森タワー)

91,381.00 1.44

日本マスタートラスト信託銀行株式会社
（信託口） 
（注）１

東京都港区浜松町2丁目11-3 82,537.00 1.30

松下電器産業株式会社 大阪府門真市大字門真1006 78,694.00 1.24

三井物産株式会社 東京都千代田区大手町1丁目2-1 78,694.00 1.24

計 ― 5,285,628.00 83.06



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

(2006年６月30日現在)  

 
(注)１ 「完全議決権株式（その他）」の欄には証券保管振替機構名義の株式が15株含まれております。  

  ２ 「議決権の数」の欄には、証券保管振替機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数15個は含まれておりま

せん。 

  

② 【自己株式等】 

(2006年６月30日現在) 

 
  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであり

ます。 

(1) 役職の異動 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他) 
(注)１・２

普通株式     権利内容に何ら限定のない当社
における標準的な株式6,365,629.00 6,365,614

端株
普通株式

― 同上
0.74

発行済株式総数 6,365,629.74 ― ―

総株主の議決権 ― 6,365,614 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―

月別 2006年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月

最高(円) 96,100 86,900 85,800 84,300 86,200 80,700

最低(円) 81,200 72,200 78,500 79,500 71,500 71,100

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

取締役副社長 
代表取締役

最高執行責任者 取締役副社長 ― 福田 峰夫 2006年6月30日

取締役 ―
取締役副社長
代表取締役

最高執行責任者
グレゴリー・
アームストロング

2006年6月30日



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表等規則」という)第81条の規定により、米国において一般

に公正妥当と認められている会計基準による用語、様式及び作成方法に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という)に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間(2005年１月１日から2005年６月30日まで)は改正前の中間財務諸表等規則に基

づき、当中間会計期間(2006年１月１日から2006年６月30日まで)は改正後の中間財務諸表等規則に基づ

いて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(2005年１月１日から2005年６月

30日まで)及び当中間連結会計期間(2006年１月１日から2006年６月30日まで)の中間連結財務諸表並びに

前中間会計期間(2005年１月１日から2005年６月30日まで)及び当中間会計期間(2006年１月１日から2006

年６月30日まで)の中間財務諸表について、あずさ監査法人により中間監査を受けております。 

  

  



１【中間連結財務諸表等】 

(1)【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

 
  

前中間連結会計期間末
(2005年６月30日)

当中間連結会計期間末
(2006年６月30日)

前連結会計年度末 
(2005年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

流動資産：

 現金及び現金同等物 50,576 35,353 35,283

 売掛金 8,372 8,417 10,754

 貸倒引当金 △232 △285 △285

 前払費用及びその他の 
 流動資産

6,026 13,796 13,454

  流動資産合計 64,742 13.1 57,281 10.9 59,206 11.5

投資：

 関連会社への投資 ※４ 3,851 4,216 5,155

 その他有価証券－ 
 取得原価

2,902 2,892 2,890

  投資合計 6,753 1.4 7,108 1.4 8,045 1.6

有形固定資産－ 
  取得原価：

※７

 土地 1,796 2,652 1,796

 伝送システム及び設備 363,752 420,079 395,738

 補助設備及び建物 12,134 26,144 28,246

377,682 448,875 425,780

 控除：減価償却累計額 △119,533 △159,705 △144,080

  有形固定資産合計 258,149 52.4 289,170 55.2 281,700 54.5

その他資産：

 営業権－純額 ※５ 142,490 153,737 150,030

 その他 20,905 16,539 17,476

  その他資産合計 163,395 33.1 170,276 32.5 167,506 32.4

  資産合計 493,039 100.0 523,835 100.0 516,457 100.0



 
添付の連結財務諸表注記は上記の連結財務諸表の不可分の一部であります。 

前中間連結会計期間末
(2005年６月30日)

当中間連結会計期間末
(2006年６月30日)

前連結会計年度末 
(2005年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

流動負債：

 短期借入金 250 2,800 2,000

 長期借入金－1年以内 
 返済予定分

※６,８ 9,027 14,334 11,508

キャピタルリース債務 
－ 1年以内支払予定
分：

※７,８

  関係会社債務 8,583 9,711 9,253

  その他 1,183 782 1,299

 買掛金 14,693 18,648 19,855

 未払費用及び 
 その他負債

7,660 12,759 10,236

  流動負債合計 41,396 8.4 59,034 11.3 54,151 10.5

長期借入金－1年以内返
済予定分控除後

※６,８ 138,762 125,642 133,096

キャピタルリース債務－
1年以内支払予定分控除
後：

※７,８

 関係会社債務 22,068 25,931 25,292

 その他 2,202 2,610 2,679

繰延収益 42,573 43,998 44,346

退職給付引当金 2,894 104 94

連結子会社優先償還株式 500 500 500

その他負債 467 1,590 1,564

  負債合計 250,862 50.9 259,409 49.5 261,722 50.7

少数株主持分 1,217 0.2 4,040 0.8 3,290 0.6

契約及び偶発債務 ※10

資本：

 資本金―無額面普通 
 株式

114,069 23.1 114,553 21.9 114,481 22.2

 資本剰余金 194,626 39.5 195,493 37.3 195,219 37.8

 利益剰余金 △67,413 △13.6 △50,235 △9.6 △58,353 △11.3

 その他包括損益累計額 ※８ △322 △0.1 575 0.1 98 0.0

 自己株式 △0 △0.0 △0 △0.0 △0 △0.0

  資本合計 240,960 48.9 260,386 49.7 251,445 48.7

  負債、少数株主持分 
  及び資本合計 493,039 100.0 523,835 100.0 516,457 100.0



② 【中間連結損益計算書】 
  

 
添付の連結財務諸表注記は上記の連結財務諸表の不可分の一部であります。 

前中間連結会計期間
(自 2005年１月１日
至 2005年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 2006年１月１日
至 2006年６月30日)

前連結会計年度
(自 2005年１月１日
至 2005年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

営業収益：

 利用料収入 77,945 92,763 163,378

 その他 8,886 10,547 19,766

 営業収益合計 86,831 100.0 103,310 100.0 183,144 100.0

営業費用：

 番組・その他営業費用 ※２ △35,115 △42,659 △76,133

 販売費及び一般管理費 ※２ △18,293 △20,148 △36,988

 株式報酬費用 ※２ △1,985 △203 △2,210

 減価償却費 △20,585 △24,698 △43,338

 営業費用合計 △75,978 △87.5 △87,708 △84.9 △158,669 △86.6

  営業利益 10,853 12.5 15,602 15.1 24,475 13.4

その他の収益(費用)：

 支払利息－純額：

  関係会社に対する 
  もの

△488 △515 △988

  その他 △2,491 △1,369 △6,715

 その他の収益－純額 ※２ 285 195 322

  税金等控除前中間 
  （当期）利益

8,159 9.4 13,913 13.5 17,094 9.3

持分法投資利益 215 130 651

少数株主損益 △168 △539 △997

税引前中間（当期）
利益

8,206 9.5 13,504 13.1 16,748 9.1

法人税等 ※２ 2,067 △5,386 3,071

会計原則変更による
累積的影響前中間
（当期）利益

10,273 11.8 8,118 7.9 19,819 10.8

会計原則変更による累積
的影響額

― ― △486

  中間（当期）純利益 10,273 11.8 8,118 7.9 19,333 10.6

１株当たり会計原則変更
による累積的影響前中間
（当期）利益

1,770.93円 1,275.41円 3,258.96円

希薄化後１株当たり会計
原則変更による累積的影
響前中間（当期）利益

1,768.08円 1,274.52円 3,248.57円

１株当たり会計原則変更
による累積的影響額

― ― △80.02円

希薄化後１株当たり会計
原則変更による累積的影
響額

― ― △79.76円

１株当たり中間（当期）
純利益

1,770.93円 1,275.41円 3,178.95円

希薄化後１株当たり中間
（当期）純利益

1,768.08円 1,274.52円 3,168.81円

加重平均発行済普通株式
数

  －基本的 5,801,009株 6,365,193株 6,081,511株

  －希薄化後 5,810,385株 6,369,633株 6,100,971株



③ 【中間連結資本勘定計算書】 
  

 
  

 
添付の連結財務諸表注記は上記の連結財務諸表の不可分の一部であります。 

前中間連結会計期間
(自 2005年１月１日
至 2005年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 2006年１月１日
至 2006年６月30日)

前連結会計年度
(自 2005年１月１日
至 2005年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 資本金

 1 期首残高 78,133 114,481 78,133

 2 株式公開による新株発行
35,882 ― 35,882

（1株59,500円、1,206,108株）

 3 ストックオプションの行使に 
よる増加額

54 72 466（1株80,000円、前中間連結会計期
間1,352株、当中間連結会計期間
1,789株、前連結会計年度11,658
株）

 4 期末残高 114,069 114,553 114,481

Ⅱ 資本剰余金

 1 期首残高 137,931 195,219 137,931

 2 株式公開による新株発行
54,606 ― 54,606

（1株59,500円、1,206,108株）

 3 ストックオプションの行使に 
よる増加額

54 71 466（1株80,000円、前中間連結会計期
間1,352株、当中間連結会計期間
1,789株、前連結会計年度11,658
株）

 4 株式報酬費用 ※２ 2,035 203 2,216

 5 期末残高 194,626 195,493 195,219

Ⅲ 利益剰余金

 1 期首残高 △77,686 △58,353 △77,686

 2 中間（当期）純利益 10,273 8,118 19,333

 3 期末残高 △67,413 △50,235 △58,353

Ⅳ その他包括利益（損失）累計額

 1 期首残高 △8 98 △8

 2 その他包括利益： 
   キャッシュ・フローヘッジ 
   未実現利益又は損失（△）

※８ △314 477 106

 3 期末残高 △322 575 98

Ⅴ 自己株式

 1 期首残高 ― △0 ―

 2 期中増減額 △0 △0 △0

 3 期末残高 △0 △0 △0

   資本合計 240,960 260,386 251,445

  包括利益

 1 中間（当期）純利益 10,273 8,118 19,333

 2 その他包括利益 △314 477 106

 3 中間（当期）包括利益 9,959 8,595 19,439



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

 
添付の連結財務諸表注記は上記の連結財務諸表の不可分の一部であります。 

前中間連結会計期間
(自 2005年１月１日
至 2005年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 2006年１月１日
至 2006年６月30日)

前連結会計年度
(自 2005年１月１日
至 2005年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

 1 中間(当期)純利益 10,273 8,118 19,333

 2 中間(当期)純利益を営業活動による現 
   金の増加(純額)に調整するための修正

    減価償却費 20,585 24,698 43,338

    持分法投資利益 △215 △130 △651

    少数株主損益 168 539 997

    株式報酬費用 1,985 203 2,210

    繰延税額 △3,644 2,771 △5,257

    会計原則変更による累積的影響額 ― ― 486

    資産・負債の増減(企業結合を除く)：

     売掛金の増加（△）又は減少 821 3,192 △974

     前払費用の増加（△） △1,859 △2,099 △1,499

     その他資産の増加（△）又は減少 △167 1,288 2,810

     買掛金の増加又は減少（△） △1,813 △1,515 4,955

     未払費用及びその他負債の増加 
     又は減少（△）

1,628 1,457 △335

     退職給付引当金の増加又は減少 
     （△）

154 △13 △2,676

     繰延収益の減少（△） △593 △1,419 △1,974

計 27,323 37,090 60,763

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

 1 資本的支出 △15,624 △23,087 △38,405

 2 新規子会社の取得―取得した現金との 
   純額

※９ △4,234 △1,464 △12,049

 3 関連会社に対する出資及び貸付の減少 90 185 140

 4 子会社株式追加取得による支出 △215 △1,147 △4,905

 5 その他の投資活動 69 794 △2,011

計 △19,914 △24,719 △57,230

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

 1 株式発行による収入
 

90,642
 

143
 

91,420

 2 短期借入金の増加―純額 ― 693 1,750

 3  長期借入金の増加 1,544 40,339 126,904

 4 長期借入金の元本支払 △53,647 △46,301 △187,542

 5 キャピタルリース債務の元本支払 △5,792 △6,346 △11,970

 6  その他財務活動 ― △829 768

計 32,747 △12,301 21,330

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減―純額 40,156 70 24,863

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 10,420 35,283 10,420

Ⅵ 現金及び現金同等物の中間期末（期末）
残高

50,576 35,353 35,283



中間連結財務諸表注記 

  

１ 会計処理の原則及び手続きならびに中間連結財務諸表の表示方法 

この中間連結財務諸表は、米国における会計処理の原則、及び手続き並びに用語、様式及び作成方法

(会計調査公報、会計原則審議会(Financial Accounting Standards Board、以下「FASB」)意見書及び財

務会計基準書(Statement of Financial Accounting Standards、以下「SFAS」)等)及び会計慣行に従って

おります。 

当社は、1934年米国証券取引所法施行規則12g3-2(b)に基づく申請を米国証券取引委員会に対して行っ

ており、毎期継続して、米国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠した連結財務諸

表、中間連結財務諸表及びその他の開示書類を米国証券取引委員会に提出することとしております。 

当社が採用する会計処理の原則及び手続き並びに中間連結財務諸表の表示方法のうち、我が国における

会計処理の原則及び手続き並びに表示方法と異なるもので、主要なものは以下のとおりであります。 

(1) リース 

リース取引に関して、SFAS13号「リースの会計処理」に準拠した会計処理を行っております。 

(2) 長期性資産（減損） 

長期性資産については、SFAS144号「長期性資産の減損または処分の会計処理」に基づき、帳簿価額

の一部が回収不能と判断される事象が生じたり、状況が変化して回収不能となった場合には、減損の有

無を検討しております。 

(3) 企業結合 

SFAS142号「暖簾及びその他の無形資産」に基づき、営業権及び耐用年数が確定できない無形固定資

産は償却をせず、年一回及び減損の可能性を示す事象が発生した時点で減損の判定を行っております。

(4) 退職給付債務 

未払退職費用及び年金費用についてはSFAS87号、「年金に関する事業主の会計」に基づき、保険数理

計算に基づく未払退職費用及び年金費用を計上しております。 

(5)ストックオプション 

従業員に対する株式報酬制度について、改訂SFAS123号「株式報酬制度の会計」に従い、公正価値法

により会計処理しております。 

２ 財務諸表の基礎及び重要な会計方針の要約 

事業及び組織体制 

株式会社ジュピターテレコム（以下「当社」）及び子会社は、日本全国にケーブル情報通信システム

を保有及び運営し、ケーブルテレビサービス、電話サービス、高速インターネット接続サービス(総合

的ブロードバンドサービス)を提供しております。日本における情報通信産業は総務省により高度に規

制を受けております。一般的に、総務省より認可された当社の子会社のケーブル情報通信システム事業

の権利は当該地域において独占的なものではありません。 
  

財務諸表の作成基準 

当社及び子会社は日本の会計基準に準拠して会計記帳を行っております。上記の中間連結財務諸表は

米国において一般に認められている会計基準(米国会計基準)に準拠して作成され、又そのために必要な

修正を行っております。主な修正は連結の範囲、企業結合会計、税効果会計、営業権及び無形資産に係

る会計、リース会計、株式報酬制度に係る会計、資産除却債務に係る会計、金融派生商品に係る会計、

工事費用及び設置費用に係る会計、特定の収益の認識基準、退職給付、減価償却費及び償却、特定の費

用の未払計上等となっております。 



重要な会計方針の概要 

(a) 連結の方針 

上記の中間連結財務諸表は、当社及び主として運営会社からなる過半数所有の全ての子会社を含

んでおります。全ての重要な連結会社間取引残高及び取引高は連結上相殺消去されております。債

務超過にある連結子会社については、当社は持分比率にかかわらず当該子会社の累積損失の全額を

計上しております。 

(b) 現金及び現金同等物 

現金及び現金同等物には、満期３ヶ月以内の流動性の高い債券を含んでおります。 

(c) 貸倒引当金 

貸倒引当金の算定は過去の貸倒実績に基づいており、さらに個別の回収不能見積額を含めて計上

されております。 

(d) 投資 

当社が、その議決権の20％から50％を所有し、かつ経営及び財務方針に関して重要な影響力を行

使しうる関連会社への投資については、持分法を適用しております。持分法においては、当初取得

原価で計上された投資持分について、当該関連会社の損益のうち当社持分相当分を認識するための

修正を行います。これらの関連会社から生じた全ての重要な内部利益については相殺消去されてお

ります。 

その他有価証券は、当社持分が20％未満であり、また当社が経営及び財務方針に対して重要な影

響力を有していない会社の市場性の無い株式を表しております。当社はこれらのその他有価証券を

取得原価にて計上しておりますが、一時的でない価値の下落の影響を受ける可能性があります。 

当社は関係会社株式及び市場性の無い株式について、一時的でない価値の下落に対して減損の要

否の評価を行っております。評価を行うにあたっては、当社は利用可能な様々な情報を用いており

ますが、それにはキャッシュ・フロー見積、外部機関による評価、また該当ある場合には株価分析

も含みます。価値の下落が一時的でないと判断された場合には損失として当期損益に計上し、当該

投資の新たな取得原価を決定します。 

(e) 有形固定資産 

有形固定資産は、工事資材を含め、取得原価で計上しますが、当該取得原価にはケーブルテレビ

の放送局及び伝送システムの工事に係る全ての直接費と特定の間接費及び新規加入者の設備コスト

を含んでおります。減価償却については、伝送システム及び設備については10年から15年、建物に

ついては15年から40年、補助設備については５年から15年の見積経済耐用年数に亘って定額法で計

算しております。キャピタルリースで取得した設備については、最低リース料の現在価値で計上し

ております。キャピタルリースにて取得した設備は、リース契約期間か資産の見積経済耐用年数の

いずれか短い方の期間により、２年から21年に亘って定額法で償却しております。 

補助設備には、社内利用のためのソフトウェア開発費で資産計上されたものが含まれますが、こ

の開発費には外部からの資材、サービス及び従業員のソフトウェアプロジェクトに費消した人件費

も含んでおります。これらの費用は、当該資産が実質的に使用可能な状態になった時から５年を超

えない期間に亘って償却しております。プロジェクト発足前に発生したコストは、メンテナンス

費、研修費と同様に発生した期に費用計上されます。 

通常の修理費については発生時に費用処理し、大規模な取替ないし改良については資産計上して

おります。有形固定資産を廃棄ないし除却した場合は、取得原価と減価償却累計額は消去し、差異

は減価償却費として処理しております。このような廃棄ないし除却の減価償却費への影響額は、当

中間連結会計期間において450百万円、前年中間連結会計期間において540百万円、前年連結会計年

度において546百万円となっております。 



(f) 営業権 

営業権は、運営会社等の買収額とその持分純資産の公正価値との差額であります。当社は営業権

の二段階の減損テストを少なくとも年一回、減損の兆候が窺える場合にはそれ以上の頻度で実施し

ております。第一段階では、減損テストの報告単位を特定し、報告単位ごとの公正価値を測定しま

す。次に報告単位の公正価値と各報告単位に配賦された営業権を含めた帳簿価額を比較します。報

告単位の帳簿価額が公正価値を上回っていた場合、第二段階を実施し、ここでは営業権の公正価値

とその帳簿価額を比較します。営業権の公正価額が帳簿価額を下回った場合には、減損損失を認識

します。当社は、毎期10月１日に減損テストを実施しております。当社は報告単位を報告可能セグ

メントと同一に特定しております。当社は当中間連結期間において営業権の減損による損失を計上

しておりません。 

(g) 長期性資産 

当社及び子会社の営業権を除く長期性資産については、資産の帳簿価額が回収不能となるような

事象や環境変化の兆候が生じた場合には何時でも減損の要否を検討します。保有かつ使用する資産

の回収可能性は、帳簿価額とその資産から生じる将来キャッシュ・フロー(割引前かつ金利負担除

く)との比較によって判断します。もし資産の減損が必要と考えられる場合には、減損すべき金額

は資産の帳簿価額が資産の見積公正価値を超過する部分となります。除却する資産の場合には、帳

簿価額と売却価値(売却コストを控除後)のうちいずれか低い方により計上します。 

2005年３月に、FASBはFASB解釈指針47号「条件付資産除却債務の会計－SFAS143号の解釈指針」

（以下「FIN47号」）を公表いたしました。FIN47号ではSFAS143に規定している「条件付資産除却

債務」とは、清算の時期や方法が企業の管理下にあるとは限らない将来における資産除却活動に対

する法的債務であるとしております。言い換えれば、清算の時期や方法が不確かであっても、資産

除却活動自体は無条件であるということになります。したがって、負債の現在価値を合理的に見積

もれる場合には、条件付資産除却債務の公正価値を負債認識しなければなりません。当社において

は条件付法的債務を賃借建物等に対する原状回復義務及びケーブル設備等を除却する際の産廃費用

と定めております。当社は2005年度においてFIN47号を採用し、損益計算書において会計原則変更

による累積的影響額486百万円、貸借対照表においてその他負債1,422百万円を認識しております。

(h) その他の資産 

その他の資産の中には繰延資金調達費用が含まれておりますが、これは主として弁護士費用や銀

行のシンジケートローン枠手数料等、交渉やシンジケートローン枠確保のための費用（注記６参

照）であります。これらのコストは当該シンジケートローン枠の期間に亘って利息法を用いて償却

され、支払利息に計上されます。 

また、その他の資産にはカスタマーリレーションシップ（純額）が含まれております。その額は

当中間連結期末において7,573百万円、前年中間連結期間末において1,738百万円、前年連結会計年

度末において6,393百万円となっております。 

(i) デリバティブ商品 

当社は為替リスクと金利リスクへのエクスポージャーを管理するためにデリバティブを用いてお

ります。当社は円貨以外の通貨による約定支払に係る短期(通常は１年以内)の為替レート変動エク

スポージャーを減少させるために為替予約を締結することがあります。また当社は、固定金利負債

と変動金利負債の望ましい全体的比率を達成するための金利コスト管理のために、金利スワップ等

の金利リスク管理用のデリバティブを使用しております。方針として、当社はトレーディング目的

または投機目的のデリバティブ取引は行いません。 

当社はデリバティブ取引について、SFAS133号「デリバティブ商品とヘッジ活動の会計」及び

SFAS138号「特定のデリバティブ商品と特定のヘッジ活動の会計―SFAS133号の修正」に準拠して会

計処理しております。修正SFAS133号では、全てのデリバティブ商品を貸借対照表上資産ないし負

債に公正価値で計上することを求めています。公正価値ヘッジとして指定され有効に機能している

デリバティブ商品については、デリバティブ商品の公正価値変動とリスクヘッジされたヘッジ対象

の公正価値変動は、当期損益に計上されます。キャッシュ・フローヘッジとして指定されたデリバ

ティブ商品については、ヘッジが有効に機能している部分については、ヘッジ対象が損益計上され

る年度と同じ年度に損益計上されるまでは、その他の包括利益に計上されます。ヘッジ非有効部分

については毎期の損益に計上されます。 



 ヘッジ指定されていないデリバティブ商品の公正価値の変動は毎期の損益に計上されます。 

 当社はヘッジ手段とヘッジ対象の関係、リスクマネジメントの目的及びヘッジ取引の戦略を正式

に文書化しております。この文書化のプロセスには、公正価値ヘッジあるいはキャッシュフローヘ

ッジとして指定された全てのデリバティブ取引を、特定の資産及び負債、確定契約あるいは予定取

引に紐つけることも含まれております。当社は、以下のような場合にはヘッジ会計の適用を中止し

ます。①デリバティブがヘッジ対象の公正価値あるいはキャッシュフローの変動を相殺することの

有効性を満たさなくなった、②デリバティブが満期になった、売却、終了及び行使済の状態にな

る、③ヘッジの対象の予定取引が発生しないと判断された、④ヘッジの対象となった確定契約が確

定契約としての要件を満たさない及び⑤ヘッジ手段としてのデリバティブのヘッジ指定がもはや適

切でないと経営陣が判断している、これらのような有効性の判定は、３か月ごとに行われておりま

す。 

(j) 法人税 

当社及び子会社は法人税等について資産負債法に従って会計処理しております。この方法によれ

ば、財務諸表上の資産・負債とそれらに対応する税務上の金額との一時差異による将来の税金に関

する影響に関して、一時差異が解消される予定の期に適用される実効税率を用い、資産負債法に基

づき繰延税金が計上されます。税率の変更による繰延税金資産及び負債への影響は当該変更が行わ

れた期の損益に計上されます。 

短期繰延税金資産は前払費用及びその他の流動資産に含まれており、当連結中間期間末において

8,369百万円、前年連結中間期間末において2,183百万円、前年連結会計年度末において10,285百万

円となっております。長期繰延税金資産はその他資産－その他に含まれており、当中間連結期間末

において1,597百万円、前年中間連結期間末において6,407百万円、前年連結会計年度末において

3,515百万円となっております。 

(k) ケーブルテレビシステムのコスト、費用及び収益 

当社及び子会社は、ケーブルテレビシステムの工事と運営に係るコスト、費用及び収益につい

て、SFAS51号「ケーブルテレビ会社の財務報告」に従って会計処理しております。現在では、

SFAS51号の規定する本格稼動前期間にある重要なシステムはありません。当社の連結財務諸表上の

その他営業費用には、その他の項目と併せ、ケーブルテレビネットワークに関連する、ケーブルサ

ービス関連費用、請求費用、技術及び保守人件費、設備費用が含まれます。 

(l) 収益認識 

当社及び子会社はケーブルテレビ、高速インターネット接続、電話サービス、プログラム収入に

ついて、それらのサービスが加入者に提供された期に収益計上しております。その他の源泉による

収益についてはサービスが提供された期、事由が発生した期、又は製品が納入された期に認識して

おります。加入者の新規設置料は当該サービスが提供された期に直接販売コストの範囲内で計上さ

れております。それ以外の部分は繰り延べられ、加入者がケーブルテレビ接続を持続すると見積も

られる平均期間に亘って認識されます。 

当社及び子会社は受信障害地域を対象とした再配信サービスを、人工的障害物によるテレビ電波

の受信障害に悩むケーブルテレビ契約を締結してない視聴者に提供しております。当社及び子会社

は影響を受ける視聴者にコスト負担をしてもらうことなくこのようなサービスを提供するために、

電波障害を生む障害物を建設した当事者とケーブル設備の工事及び保守に関する契約を結んでおり

ます。これらの契約の下では、当社及び子会社は工事費と保守費用について多くの場合当初に一括

して合計額を受領しております。これらの契約による収益は繰延べられ、定額法により通常20年間

の契約期間に亘って収益認識されております。このような収益は、上記の中間連結損益計算書上、

営業収益―その他、に計上されております。 



(m) 株式報酬制度 

当社は2006年１月に改訂SFAS第123号「株式報酬」における将来修正法を適用いたしました。そ

の結果、株式報酬費用を公正価値で認識し、権利確定前の株式報酬に対する公正価値を認識するた

めに失権部分を見積もり、2006年１月１日以降に付与される全ての株式報酬費用を定額法で認識す

ることとなりました。 

当社は一部の当社グループの役員及び従業員に新株予約権及び新株引受権を付与しております。

管理職以外の従業員に対する権利は、別途付与契約を定めない限り付与日から２年間で確定しま

す。管理職に対する権利は別途付与契約で定めない限り付与日の１年後から４回に分割して権利が

確定いたします。これらのオプションは付与日から10年間で行使期間が満了し、現時点における満

了日は2010年８月23日から2012年８月23日の間となっております。当中間連結期間末現在、現行の

オプションプランにおける行使可能なオプション数は最大となっております。以下の表は、当中間

連結期間における当社のオプションプランの推移を表したものです。 

 

(n) セグメント 

当社はSFAS131号「企業のセグメント及び関連情報の開示」に従い、事業セグメントの情報を開

示しております。SFAS131号は事業セグメントについて、事業上の最高意思決定者が資源を個々の

セグメントにどのように配分するかといった意思決定や当該セグメントの業績を分析する際に、定

期的な評価を行う個別財務情報が入手可能である企業の構成単位であると規定しております。 

当社は、傘下の個々の連結子会社及び持分法適用対象関連会社が独立した法人であり、異なる地

理的範囲に対してサービスを提供していることから、それらが事業セグメントであると判定してお

ります。当社はSFAS131号のパラグラフ17に従い、事業セグメントの集計に係る要件を評価し、そ

れらを満足していると判定しております。それゆえ経営陣は、当社全体がブロードバンドサービス

という一つの報告セグメントであると判断しております。 

(o) 見積の活用 

当社の経営陣は、米国において一般に認められた会計基準に準拠した連結財務諸表を作成するた

めに、連結財務諸表基準日における資産・負債の計上や、偶発資産・負債の開示、あるいは会計期

間中の収益・費用について、多くの見積りや仮定を行っております。重要な判断や仮定の中には、

デリバティブ取引、減価償却費及び償却費、有形固定資産及び営業権の減損、法人税、その他偶発

債務が含まれております。実際の金額はそれらの見積から乖離する可能性があります。 

(p) １株当たり損益 

１株当たり損益（以下EPS）は、SFAS128号「１株当たり利益」に準拠して開示しております。

SFAS128号では、基本的EPSは潜在的な普通株式による希薄化を除外し、純利益（損失）を当期の加

重平均発行済み普通株式数で除して算出いたします。希薄化後EPSは潜在的な希薄化について、株

式の発行を伴う有価証券その他の契約が実行されるか、あるいは普通株式に転換された場合の影響

を反映したものであります。 

株式数
加重平均行使
価格（円）

加重平均契約 
残存期間

本源的価値

期首現在未行使残高 …………… 177,504 80,141

付与 ……………………………… 304 1

解約 ……………………………… △1,596 80,000

失効 ……………………………… △588 80,000

行使 ……………………………… △1,789 80,000

当中間期末現在未行使残高 …… 173,835 80,004 5.36 ―

行使可能オプション 

中間期末残高 …………… 149,885 80,127 5.10 ―



(q) 最近の会計基準の公表 

2006年６月、FASBはFASB解釈指針48号「法人所得税の申告が確定していない状況における会計処

理－「法人所得税の会計処理」SFAS109号の解釈指針」（以下FIN48号という）を発行いたしまし

た。FIN48号では法人所得税の申告が確定していない状況における財務諸表上での税金の認識及び

測定についての指針を提供しております。さらにFIN48号では、税金の認識の中止、分類、利息、

罰則、中間期における会計処理、開示や変更についても規定しております。FIN48号は2006年12月

15日以降に始まる会計年度より適用となります。当社はFIN48号の適用によって、当社の業績がど

のような影響を受けるかをまだ特定しておりません。 

３ 買収 

当社は本報告書の対象期間中、ケーブルテレビ会社等の買収を行いました。当社は買収についてパーチ

ェス法を採用しており、従って被買収会社の各資産・負債の見積公正価値に基づいて取得価額の配分を行

っております。これらの会社の資産・負債・経営成績は各々の取得日より添付中間連結財務諸表に含んで

おります。以下は当中間連結会計期間中に当社が行った買収の詳細となります。 

2006年１月及び２月、当社はケーブルISP事業を営む関西マルチメディア㈱の株式、合計16,300株を追

加取得いたしました。これにより当社持分は25.75％から66.50％となりました。購入総額は23億75百万

円、時価評価した資産・負債と購入金額の差額730百万円を営業権として認識いたしました。同社の業績

は2006年１月より当社に連結されております。 

2006年４月及び５月、当社はさくらケーブルテレビ㈱の普通株式の合計81.01％と同社の全ての優先株

式を取得いたしました。購入総額は14億39百万円、時価評価した資産・負債と購入金額の差額14億88百万

円を営業権として認識いたしました。同社の業績は2006年４月より当社に連結されております。 

上記に加え、当社は当中間連結会計期間中に一部の子会社の株式を少数株主より購入しております。 

４ 関連会社への投資 

当社の関連会社は主にブロードバンドサービス事業を日本で行っております。当中間連結会計期間末現

在、当社はジュピターVOD㈱に50.0％、㈱ケーブルネット下関に50.0％、㈱角川ジェイコム・メディアに

50.0％、福岡ケーブルネットワーク㈱に45.0％、日本デジタル配信㈱に21.3％、グリーンシティケーブル

テレビ㈱に20.0％を出資しております。 

当中間連結会計期間末の関連会社投資の帳簿価額には、当該関連会社への投資額と純資産との投資差額

の未償却分628百万円と当社から㈱ケーブルネット下関への短期貸付金1,620百万円が含まれております。

５ 営業権 

営業権純額の帳簿価額の変動は以下のとおりであります。 

(単位：百万円)

 
  

前中間連結会計期間
自 2005年１月１日
至 2005年６月30日

当中間連結会計期間
自 2006年１月１日 
至 2006年６月30日

前連結会計年度
自 2005年１月１日 
至 2005年12月31日

営業権－期首残高 ……………………………… 140,659 150,030 140,659

期中取得高 …………………………… 3,642 3,707 13,732

買収会社の営業権と相殺
される税効果の当初認識額

………… △1,811 － △4,361

期末残高 ……………………………… 142,490 153,737 150,030



６ 長期借入金 

長期借入金の概要は以下のとおりとなっております。 

（単位：百万円)

 

2005年12月、当社は三菱東京UFJ、みずほコーポレート銀行、三井住友銀行を中心とする銀行団とシン

ジケートローン枠契約を締結いたしました。このシンジケートローン枠契約は期限５年間の300億円のリ

ボルビングローン契約、期限５年間の850億円のトランチAローン契約及び期限７年間の400億円のトラン

チBローン契約からなっております。このローン契約は無担保であります。2005年12月21日、当社は850億

円のトランチAローンと400億円のトランチBローンによる借入を行い、前年締結したシンジケートローン

枠契約に基づく借入金を全額返済いたしました。下に記されておりますように、トランチBローンは全額

返済されましたので、再借入はできません。当中間連結会計期間末において、トランチAローン及びトラ

ンチBローンのマージンも含めた加重平均利率は0.77％、その他の債務は1.00％となっております。 

当社は2006年４月及び５月にそれぞれ380億、20億円の借入を行い、前述のトランチBローン契約に基づ

く借入金400億円を全額返済いたしました。この新たな借入金は固定金利及び変動金利それぞれ200億円ず

つとなっております。2006年６月30日現在、新たな借入金の固定金利の加重平均利率は2.08％、変動金利

の加重平均利率は0.47％（マージン0.3％を含む）であります。これらの借入金は2005年12月締結のシン

ジケートローン枠契約と類似した財務制限条項を内包し、返済は期日一括返済、返済期日は2013年となっ

ております。 

前中間連結会計期間末

2005年6月30日

当中間連結会計期間末

2006年6月30日

前連結会計年度末

2005年12月31日

シンジケートローン枠による借入金 満期2005年－2011年 … 128,572 － －

シンジケートローン枠による借入金 満期2006年－2012年 … － 81,600 125,000

固定金利による借入金 満期2013年……………………………… － 20,000 －

変動金利による借入金 満期2013年……………………………… － 20,000 －

日本政策投資銀行からの有担保借入金 金利０％

 満期2006年－2019年 …………………………………………… 15,017 13,918 14,735

日本政策投資銀行からの有担保借入金 金利0.5から6.8％

満期 2006年－2018年…………………………………………… 4,069 4,358 4,648

その他無担保借入金  

 満期 2006-2012年、利率0.00-3.14％…………………
131 100 221

合計 147,789 139,976 144,604

控除: １年以内返済予定分 △9,027 △14,334 △11,508

１年以内返済予定分控除後長期借入金 138,762 125,642 133,096



７ リース契約 

当社及び子会社は、様々なキャピタルリース契約(主にセット・トップ・ボックス)及び解約不能なオペ

レーティングリース契約を締結しております。キャピタルリースに係る設備の金額及び減価償却累計額は

以下のとおりであります。 

   (単位：百万円)

 

キャピタルリースの下での資産の減価償却費は中間連結損益計算書の減価償却費に含まれております。

当中間連結会計期間末における、キャピタルリース及び解約不能なオペレーティングリースの下での将

来の最低リース料は以下のとおりであります。 

 (単位：百万円)

 

当社及び子会社は、事務所を解約可能な賃貸借契約で賃借しております。それらの賃料は 当中間連結

会計期間において1,899百万円でありました。これは中間連結損益計算書の番組・その他営業費用に1,417

百万円、販売費及び一般管理費に482百万円含まれております。また当社及び子会社は特定の伝送設備及

び電柱等の設備を解約可能なリース契約で賃借しております。それらのリース料は当中間連結会計期間に

おいて5,632百万円でした。これは中間連結損益計算書の番組・その他営業費用に含まれております。 

前中間連結会計期間末

2005年6月30日
当中間連結会計期間末

2006年6月30日
前連結会計年度末

2005年12月31日

伝送システム及び設備 ……………………………… 50,469 54,762 54,688

補助設備及び建物 …………………………………… 5,805 5,800 5,762

控除：減価償却累計額 ……………………………… △23,628 △23,538 △23,967

その他資産―取得原価(減価償却控除後) ………… 354 240 290

33,000 37,264 36,773

キャピタル
リース

オペレーティング
リース

2006 …………………………………………………………………… 5,578 469

2007 …………………………………………………………………… 10,852 770

2008 …………………………………………………………………… 8,876 653

2009 …………………………………………………………………… 7,403 517

2010 …………………………………………………………………… 5,513 473

それ以降 ……………………………………………………………… 4,058 570

最低リース料総額 …………………………………………………… 42,280 3,452

控除：金利相当額(1.25％から9.98％) …………………………… △3,246

最低リース料の現在価値 …………………………………………… 39,034

控除：１年以内支払予定分 ………………………………………… △10,493

長期債務金額 ………………………………………………………… 28,541



８ 金融商品の時価 

長期借入金、リース債務、金利スワップ以外の金融商品の時価は、それらの期間が短いため概ね帳簿価

額と等しくなります。類似する条件及び借入期間に対応する当社の現行の銀行借入金利を元に計算された

長期借入金、キャピタルリース債務の公正価値は以下のとおりであります。 

(単位：百万円)

 

９ 連結キャッシュ・フロー計算書の補足情報 

連結キャッシュ・フロー計算書の補足情報は以下のとおりであります。 

(単位：百万円)

 
  

10 契約義務 

当社は、㈱ケーブルネット下関、福岡ケーブルネットワーク㈱、グリーンシティケーブルテレビ㈱及び

㈱ベイ・コミュニケーションズの銀行借入について債務保証を行っております。当該債務保証の一部は株

主間の持分割合で銀行借入を負担するという約定に基づくものであります。当中間連結会計期間末現在の

保証額は10,375百万円、当該借入金の満期は2007年から2018年までとなっております。経営陣は当社が保

証の実行を求められるか、あるいは当該保証に関連して重要な損失が発生する可能性は低いと考えており

ます。 

前中間連結会計期間末 
2005年6月30日

当中間連結会計期間末
2006年6月30日

前連結会計年度末 
2005年12月31日

帳簿価額 公正価格 帳簿価額 公正価格 帳簿価額 公正価格

長期借入金 147,789 147,467 139,976 139,756 144,604 144,285

リース債務 34,036 32,782 39,034 37,692 38,523 37,228

金利スワップ契約 322 322 △575 △575 △98 △98

前中間連結会計期間
自 2005年１月１日 
至 2005年６月30日

当中間連結会計期間
自 2006年１月１日 
至 2006年６月30日

前連結会計年度
自 2005年１月１日 
至 2005年12月31日

当期現金支出額：

利息支払額……………………………………… 2,413 1,095 4,305

法人税等支払額………………………………… 1,501 2,599 2,252

新規子会社取得のための支出:

取得資産の公正価値…………………………… 11,255 8,055 35,435

負債……………………………………………… △6,964 △6,591 △23,386

現金支出額―取得現金控除後………………… 4,291 1,464 12,049

キャピタルリースによる期中資産取得金額…… 7,334 6,144 15,872



11 重要な後発事象 

株式取得による子会社の取得 

1. ケーブルウエスト㈱  

当社は、2006年９月28日に、ケーブルウエスト㈱（以下「CW」)の株式を松下電器産業㈱及び㈱廣済

堂他のCWの株主より取得いたしました。これにより、当社の株式保有比率は84.93％となり、CW及び

同社の子会社である５社（吹田ケーブルテレビジョン㈱、豊中・池田ケーブルネット㈱、高槻ケーブ

ルネットワーク㈱、東大阪ケーブルテレビ㈱、北河内ケーブルネット㈱）は、当社の連結子会社とな

りました。  

(1) 株式取得の目的  

当社グループの事業展開の一環として、当社サービス提供地域と隣接する地域においてケーブルテレ

ビ事業を展開しているCWがグループ会社に加わることにより、設備の共有及び番組の共同購入による

運用コストの低減、また営業・マーケティング活動の効率化など、事業戦略上の相乗効果が期待で

き、当社の成長戦略に大きく寄与するものと考えております。 

(2）CWの会社概要、事業内容等  

・会社名    ケーブルウエスト㈱  

・設立     2000年10月５日  

・代表者    代表取締役社長 松本 正幸   

・本店所在地  大阪市中央区城見二丁目1番61号   

・資本金    5,658百万円(2006年３月31日現在)  

・事業内容   有線テレビジョン放送事業、電気通信事業、ケーブル事業会社統括  

(3) 取得金額 55,756百万円   

(4) 株式取得の時期 2006年９月28日  

(5）取得した株式の数 163,501株  

(6）取得後の持分比率 84.93％（小数点第３位切捨て）  

(7）支払資金の調達及び支払方法  

 手持資金の他、シンジケートローン及び新規の借入金により調達し、現金振込にて支払 

(8）その他  

本件CWの株式取得に伴い、当社は、松下電器産業㈱及び㈱廣済堂が保有していた当社の連結子会社５

社の株式についても併せて購入いたしました。  

また、松下電器産業㈱とは、今後もセット・トップ・ボックス事業・Ｔナビサービス事業分野での協

力関係を強化することについても合意しております。  

2. ㈱ケーブルネット下関  

当社は2006年８月11日、持分法適用関連会社であり、運営会社であった㈱ケーブルネット下関の株式

を、同社の株主から取得いたしました。これにより当社の株式保有比率は50.00％から51.00％に増加

し、同社は当社の連結子会社となりました。なお、９月中にも他の少数株主より株式の買取を行い、

本報告書提出日現在の当社の株式保有比率は、63.41％となっております。  



多額な資金の借入 

当社は、2006年９月25日に㈱静岡銀行との間で、また９月27日に日本政策投資銀行との間で借入に関す

る契約を締結いたしました。また、９月27日付でシンジケートローンのリボルビングファシリティ枠

300億円のうちの一部を実行いたしました。これらは９月28日のケーブルウエスト㈱の株式購入資金等

に充てるための借入で、借入金額及び条件等は以下のとおりであります。  

(1) ㈱静岡銀行からの借入 

   借入金額  ：20億円 

   借入期間  ：５年 

   利率（変動）：TIBOR６ヶ月物+0.25％ 

   返済条件  ：期限一括返済 

   借入実施時期：2006年９月25日 

   担保提供資産：なし 

(2) 日本政策投資銀行からの借入 

   借入金額  ：200億円 

   借入期間  ：７年 

   利率（固定）：1.72％（100億円）、1.90％（100億円） 

   返済条件  ：５年据置、以降半年毎５回返済 

   借入実施時期：2006年９月27日 

   担保提供資産：なし 

(3) シンジケートローン・リボルビングファシリティ枠からの借入  

   借入金額  ：140億円  

   借入期間  ：１ヶ月  

   利率    ：0.84％  

   返済条件  ：期限一括返済  

   借入実施時期：2006年９月27日  

   担保提供資産：なし 



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 
  

前中間会計期間末

(2005年６月30日)

当中間会計期間末

(2006年６月30日)

前事業年度 
要約貸借対照表 
(2005年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

（資産の部）

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 38,674 14,718 22,268

 ２ 売掛金 10,347 11,115 11,081

 ３ たな卸資産 729 1,654 957

 ４ その他 1,045 16,679 644

   流動資産合計 50,795 25.8 44,166 13.7 34,950 10.9

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※１ 1,945 1.0 2,587 0.8 2,346 0.7

 ２ 無形固定資産 1,502 0.7 2,817 0.9 2,408 0.8

 ３ 投資その他の資産

  (1) 関係会社株式 ※４ 71,832 136,096 155,205

  (2) 関係会社長期貸付金 ※４ 63,774 130,500 120,000

  (3) その他 ※４ 6,645 5,527 4,834

   投資その他の 
   資産合計

142,251 72.2 272,123 84.5 280,039 87.5

   固定資産合計 145,698 73.9 277,527 86.2 284,793 89.0

Ⅲ 繰延資産 634 0.3 339 0.1 465 0.1

   資産合計 197,127 100.0 322,032 100.0 320,208 100.0



 

前中間会計期間末

(2005年６月30日)

当中間会計期間末

(2006年６月30日)

前事業年度 
要約貸借対照表 
(2005年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

（負債の部）

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 8,208 9,002 8,235

 ２ その他 ※２ 1,427 3,134 1,455

   流動負債合計 9,635 4.9 12,136 3.8 9,690 3.0

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 ― 121,600 125,000

 ２ 繰延税金負債 ― 234 ―

 ３ 退職給付引当金 2,316 ― ―

 ４ その他 74 35 186

   固定負債合計 2,390 1.2 121,869 37.8 125,186 39.1

   負債合計 12,025 6.1 134,005 41.6 134,876 42.1

（資本の部）

Ⅰ 資本金 ※５ 114,069 57.9 ― ― 114,481 35.8

Ⅱ 新株式申込証拠金 ※６ 47 0.0 ― ― 0 0.0

Ⅲ 資本剰余金

  資本準備金 88,605 44.9 ― ― 89,017 27.8

Ⅳ 利益剰余金

  中間(当期)未処理損失 17,619 △8.9 ― ― 18,166 △5.7

Ⅴ 自己株式 △0 △0.0 ― ― △0 △0.0

   資本合計 185,102 93.9 ― ― 185,332 57.9

   負債及び資本合計 197,127 100.0 ― ― 320,208 100.0

 



 
  

  

前中間会計期間末

(2005年６月30日)

当中間会計期間末

(2006年６月30日)

前事業年度 
要約貸借対照表 
(2005年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

（純資産の部）

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ※５ ― 114,553 35.6 ―

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 ― 28,692 ―

  (2) その他資本剰余金 ― 42,230 ―

   資本剰余金合計 ― 70,922 22.0 ―

 ３ 利益剰余金

  (1) その他利益剰余金

    繰越利益剰余金 ― 2,210 ―

   利益剰余金合計 ― 2,210 0.7 ―

 ４ 自己株式 ― △0 △0.0 ―

   株主資本合計 ― 187,685 58.3 ―

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ 繰延ヘッジ損益 ― 342 0.1 ―

   純資産合計 ― 188,027 58.4 ―

   負債純資産合計 ― 322,032 100.0 ―



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

  

前中間会計期間

(自 2005年１月１日
至 2005年６月30日)

当中間会計期間

(自 2006年１月１日
至 2006年６月30日)

前事業年度
要約損益計算書

(自 2005年１月１日
至 2005年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 34,503 100.0 47,255 100.0 75,002 100.0

Ⅱ 売上原価 26,439 76.6 40,115 84.9 56,327 75.1

  売上総利益 8,064 23.4 7,140 15.1 18,675 24.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※４ 8,563 24.8 6,632 14.0 17,411 23.2

  営業利益又は損失(△) △499 △1.4 508 1.1 1,264 1.7

Ⅳ 営業外収益 ※１ 1,594 4.6 2,697 5.6 2,586 3.4

Ⅴ 営業外費用 ※２ 958 2.8 871 1.8 1,741 2.3

  経常利益 137 0.4 2,334 4.9 2,109 2.8

Ⅵ 特別損失 ※３ 1,720 5.0 111 0.2 4,228 5.6

  税引前中間(当期) 
  純利益又は損失(△)

△1,583 △4.6 2,223 4.7 △2,119 △2.8

  法人税、住民税 
  及び事業税

11 0.0 13 0.0 22 0.1

  中間(当期)純利益又は 
  損失(△)

△1,594 △4.6 2,210 4.7 △2,141 △2.9

  前期繰越損失 16,025 ― 16,025

  中間(当期)未処理 
  損失

17,619 ― 18,166



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(自 2006年１月１日 至 2006年６月30日) 
(単位：百万円) 

 
(単位：百万円) 

 
(単位：百万円) 

株主資本

資本金 新株式申込証拠金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

2005年12月31日残高 114,481 0 89,017 ― 89,017

中間会計期間中の変動額

資本準備金の減少による 
欠損補填

△60,396 42,230 △18,166

中間純利益

自己株式の取得

新株の発行 
（ストックオプションの行使）

72 71 71

期首新株式申込証拠金から 
資本金及び資本準備金への振替額

0 △0 0 0

純資産の部に直接計上された 
繰延ヘッジ損益の増減

中間会計期間中の変動額合計 72 △0 △60,325 42,230 △18,095

2006年６月30日残高 114,553 ― 28,692 42,230 70,922

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

2005年12月31日残高 △18,166 △18,166 △0 185,332

中間会計期間中の変動額

資本準備金の減少による 
欠損補填

18,166 18,166 ―

中間純利益 2,210 2,210 2,210

自己株式の取得 △0 △0

新株の発行 
（ストックオプションの行使）

143

期首新株式申込証拠金から 
資本金及び資本準備金への振替額

―

純資産の部に直接計上された 
繰延ヘッジ損益の増減

中間会計期間中の変動額合計 20,376 20,376 △0 2,353

2006年６月30日残高 2,210 2,210 △0 187,685

評価・換算差額等
純資産合計

繰延ヘッジ損益 評価・換算差額等合計

2005年12月31日残高 ― ― 185,332

中間会計期間中の変動額

資本準備金の減少による 
欠損補填

―

中間純利益 2,210

自己株式の取得 △0

新株の発行 
（ストックオプションの行使）

143

期首新株式申込証拠金から 
資本金及び資本準備金への振替額

―

純資産の部に直接計上された 
繰延ヘッジ損益の増減

342 342 342

中間会計期間中の変動額合計 342 342 2,695

2006年６月30日残高 342 342 188,027



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  
前中間会計期間

(自 2005年１月１日
至 2005年６月30日)

当中間会計期間
(自 2006年１月１日
至 2006年６月30日)

前事業年度
(自 2005年１月１日
至 2005年12月31日)

１ 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

 ① 子会社株式及び関連会社株式

    移動平均法に基づく原価法

 ② その他有価証券

   時価のないもの

    移動平均法に基づく原価法

(2) たな卸資産

   移動平均法に基づく低価法に

よっております。

１ 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

 ① 子会社株式及び関連会社株式

同左

 ② その他有価証券

   時価のないもの

同左

(2) たな卸資産

同左

１ 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

 ① 子会社株式及び関連会社株式

同左

 ② その他有価証券

   時価のないもの

同左

(2) たな卸資産

同左

２ 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

定額法によっております。

２ 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

同左

２ 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

定額法によっております。

ただし、ソフトウェア(自社利

用分)については、社内における

利用可能期間(５年)に基づく定

額法によっております。

(3) 長期前払費用

定額法によっております。

償却期間については、支出の

効果の及ぶ期間に基づいており

ます。

(2) 無形固定資産

同左

(3) 長期前払費用

同左

(2) 無形固定資産

同左

(3) 長期前払費用

同左

３ 引当金の計上基準 ３ 引当金の計上基準 ３ 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備え

るため、一般債権については、

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については、財

務内容評価法により計上してお

ります。

(1) 貸倒引当金

同左

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き、当中間会計期間末において

発生していると認められる額を

計上しております。

なお、数理計算上の差異は当

会計年度で一括費用処理してお

ります。

(2)

―――――――――

（2)

―――――――――



 
  

前中間会計期間
(自 2005年１月１日
至 2005年６月30日)

当中間会計期間
(自 2006年１月１日
至 2006年６月30日)

前事業年度
(自 2005年１月１日
至 2005年12月31日)

(3) 役員退職慰労金引当金

役員の退職慰労金の支給に備

えるため、当社内規に基づく中

間会計期間末における要支給見

込額を引当計上しております。

(3) 役員退職慰労金引当金

役員の退職慰労金の支給に備

えるため、当社内規に基づく各

会計期間末における要支給見積

額を引当計上していましたが、

2006年２月27日の取締役会にお

いて、2006年３月開催の株主総

会終結時をもって役員退職慰労

金制度を廃止することを決議し

たことに伴い、当中間会計期間

において役員退職慰労引当金を

全額取り崩しております。

(3) 役員退職慰労金引当金

役員の退職慰労金の支給に備

えるため、当社内規に基づく当

期末における要支給見込額を引

当計上しております。

４ 重要なヘッジ会計の方法

(1) ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用してお

ります。なお、為替予約につい

て振当処理の要件を満たしてい

る場合は振当処理を採用してお

ります。

４ 重要なヘッジ会計の方法

(1) ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用してお

ります。なお、為替予約につい

ては振当処理を採用しておりま

す。

４ 重要なヘッジ会計の方法

（1）ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用してお

ります。なお、為替予約につい

て振当処理の要件を満たしてい

る場合は振当処理を採用してお

ります。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

  ヘッジ手段：為替予約

  ヘッジ対象：外貨建金銭債務

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段：為替予約、 

金利スワップ

ヘッジ対象：外貨建金銭債務、

変動金利借入金 

利息

（2） ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

(3) ヘッジ方針

   内規に基づき、外貨建金銭債

務の為替変動リスクを回避する

目的で行っております。

(3) ヘッジ方針

   内規に基づき、外貨建金銭債

務の為替変動リスク及び借入金

金利変動リスクを回避する目的

で行っております。

（3）ヘッジ方針

同左

(4) ヘッジ有効性評価の方法

   有効性の評価については、決

算日(含む中間決算日)及び決済

日(為替予約の実行日)に予約レ

ートと同日の直物相場によるレ

ート比較により評価を行ってお

ります。

(4) ヘッジ有効性評価の方法

   為替予約取引については、当

該取引とヘッジ対象に関する重

要な条件等が一致しており、か

つキャッシュ・フローが固定さ

れているため、ヘッジの有効性

評価を省略しています。 

 金利スワップ取引について

は、ヘッジ対象となる金利リス

クが減殺されていることをテス

トし、有効性の評価を行ってお

ります。

（4）ヘッジ有効性評価の方法

   為替予約の有効性の評価につ

いては、決算日及び決済日(為替

予約の実行日)に予約レートと同

日の直物相場によるレート比較

により評価を行っております。

金利スワップ取引については、

ヘッジ対象となる金利リスクが

減殺されていることをテスト

し、有効性の評価を行っており

ます。

５ リース取引の処理方法

  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。

５ リース取引の処理方法

同左

５ リース取引の処理方法

同左

６ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる事項

 消費税等の会計処理について

  税抜方式によっております。

６ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる事項

同左

６ その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項

同左



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更 

  

 
  

表示方法の変更 
  

 
 

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度
(自 2005年１月１日 (自 2006年１月１日 (自 2005年１月１日

至 2005年６月30日) 至 2006年６月30日) 至 2005年12月31日)

（固定資産の減損に係る会計基準）

――――――――― 当中間会計期間より「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 2004年８

月９日））及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第６号 2003年10月

31日）を適用しております。これに

よる損益に与える影響はありませ

ん。

―――――――――

(貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準)

当中間会計期間より「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号2005年12

月９日）及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適

用指針」（企業会計基準適用指針第

８号 2005年12月９日）を適用して

おります。これによる損益に与える

影響はありません。従来の資本の部

の合計に相当する金額は187,685百万

円であります。なお、中間財務諸表

等規則の改正により、当中間会計期

間における中間貸借対照表の純資産

の部については、改正後の中間財務

諸表等規則により作成しておりま

す。

前中間会計期間
(自 2005年１月１日
至 2005年６月30日)

当中間会計期間
(自 2006年１月１日
至 2006年６月30日)

貸借対照表において、従来固定負債の「その他」に含め

て表示しておりました「退職給付引当金」は区分掲記し

ております。なお前中間期末の「退職給付引当金」は

1,760百万円であります。

 

―――――――――



追加情報 
  

 
  

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度
(自 2005年１月１日 (自 2006年１月１日 (自 2005年１月１日

 至 2005年６月30日） 至 2006年６月30日) 至 2005年12月31日)

（外形標準課税の計上方法） 

「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第9号）が2003年

3月31日に公布され、2004年４月１日

以降に開始する事業年度より外形標

準課税制度が導入されたことに伴

い、当中間会計期間から「法人事業

税における外形標準課税部分の損益

計算書上の表示についての実務上の

取扱い」（2004年２月13日 企業会

計基準委員会 実務対応報告第12

号）に従い法人事業税の付加価値割

及び資本割については、販売費及び

一般管理費に計上しております。 こ

の結果、販売費及び一般管理費が121

百万円増加し、営業損失及び税引前

中間純損失が同額増加し、経常利益

が同額減少しております。

(カスタマーセンター運営費用) 

カスタマーセンターの運営費用は、

従来、販売費及び一般管理費に計上

しておりましたが、当中間会計期間

より、売上原価に計上することとし

ました。これは、従来各地域に設置

していたカスタマーセンターを当社

直轄に統合したこと、アウトバウン

ドセンターを新規に２箇所に設置し

たことに伴い、その運営費用の金額

的重要性が高まってきたことによる

ものです。これにより、従来の方法

によった場合と比較して、売上総利

益は4,681百万円減少しております

が、営業利益、経常利益及び税引前

中間純利益に与える影響はございま

せん。

（外形標準課税の計上方法） 

「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が2003

年3月31日に公布され、2004年４月１

日以降に開始する事業年度より外形

標準課税制度が導入されたことに伴

い、当事業年度より「法人事業税に

おける外形標準課税部分の損益計算

書上の表示についての実務上の取扱

い」（2004年２月13日 企業会計基

準委員会 実務対応報告第12号）に

従い法人事業税の付加価値割及び資

本割について、販売費及び一般管理

費に計上しております。この結果、

販売費及び一般管理費が、134百万円

増加し、営業利益及び経常利益が同

額減少し、税引前当期純損失が同額

増加しております。 

（退職金制度の変更）

当社は確定給付型の退職一時金制度

を設けておりましたが、確定拠出年

金法の施行に伴い、2005年10月１日

より前払い退職金制度及び確定拠出

年金制度へ移行し、「退職給付関係

制度移行等に関する会計処理」（企

業会計基準適用指針第1号）を適用し

ております。これにより販売費及び

一般管理費が371百万円減少し、営業

利益及び経常利益が同額増加し、税

引前当期純損失が、同額減少してお

ります。



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

前中間会計期間末 
(2005年６月30日)

当中間会計期間末
(2006年６月30日)

前事業年度末 
(2005年12月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計額
451百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計額
642百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計額
513百万円

※２ 消費税等の取扱

仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、流動負債のそ

の他に含めて表示しておりま

す。

※２ 消費税等の取扱

同左

※２ 

―――――――――

 

３ 保証債務

下記の会社の銀行借入に対し

て保証しております。

㈲ジェイコムファイナンス 128,572百万円

㈱ジェイコム湘南 3,726

㈱ジェイコム関西 3,053

㈱ジェイコム札幌 2,411

㈱ジェイコム北九州 2,082

土浦ケーブルテレビ㈱ 2,080

㈱ジェイコム千葉 1,576

㈱メディアさいたま 1,427

浦和ケーブル・テレビ・ 
ネットワーク㈱

1,423

㈱ケーブルネット下関 963

㈱ジェイコム東京 780

㈱ケーブルネット神戸芦屋 528

㈱ケーブルテレビ神戸 129

㈱ベイ・コミュニケーションズ 39

   計 148,789百万円

 

３ 保証債務

下記の会社の銀行借入に対し

て保証しております。

福岡ケーブルネットワーク㈱ 9,081百万円

㈱ジェイコム湘南 3,163

㈱ジェイコム関西 2,751

㈱ジェイコム札幌 2,054

㈱ジェイコム北九州 1,977

土浦ケーブルテレビ㈱ 1,872

㈱ジェイコム千葉 1,312

㈱ジェイコムさいたま 2,529

㈱ケーブルネット下関 941

㈱ケーブルテレビ神戸 825

㈱ジェイコムせたまち 792

㈱ジェイコム東京 596

㈱ケーブルネット神戸芦屋 458

グリーンシティケーブル 

テレビ㈱
325

㈱ベイ・コミュニケーションズ 28

   計 28,704百万円

３ 保証債務

 下記の会社の銀行借入に対し

て保証しております。

福岡ケーブルネットワーク㈱ 9,765百万円

㈱ジェイコム湘南 3,444

㈱ジェイコム関西 2,858

㈱ジェイコム札幌 2,232

土浦ケーブルテレビ㈱ 1,981

㈱ジェイコム北九州 1,927

㈱ジェイコム千葉 1,445

㈱メディアさいたま 1,339

浦和ケーブル・テレビ・ 

ネットワーク㈱
1,326

㈱ケーブルテレビ神戸 969

㈱ケーブルネット下関 920

㈱小田急情報サービス 826

㈱ジェイコム東京 688

㈱ケーブルネット神戸芦屋 493

グリーンシティケーブル 

テレビ㈱
355

㈱ベイ・コミュニケーションズ 34

計 30,602百万円

 

※４ 担保資産

プロジェクトファイナンスに

よる借入金の担保として、貸付

対象会社である当社が所有する

資産を担保に供しております。

対象となる主要な資産の当中

間会計期間末の簿価は次のとお

りであります。

 関係会社長期貸付金 63,774百万円

 関係会社株式 62,698

 関係会社出資金 3

     計 126,475百万円

             

※４ 担保資産

 

 

―――――――――

※４ 担保資産

 

 

―――――――――

※５ 発行済株式総数

普通株式 6,353,534.74株

※５ 発行済株式総数

普通株式 6,365,629.74株

※５ 発行済株式総数

普通株式 6,363,840.74株

※６ 新株申込証拠金

株式の発行数 588株

資本金増加の日 2005年7月31日

資本準備金繰入額 23百万円

※６ 新株申込証拠金

 

―――――――――

※６ 新株申込証拠金

株式の発行数 ６株

資本金増加の日 2006年１月31日

資本準備金繰入額 ０百万円



  

 
  

前中間会計期間末 
(2005年６月30日)

当中間会計期間末
(2006年６月30日)

前事業年度末 
(2005年12月31日)

７ 貸出コミットメント（シンジケ

ートローンに基づくリボルビン

グファシリティ）

７ 貸出コミットメント（シンジケ

ートローンに基づくリボルビン

グファシリティ）

 当社は、運転資金の効率的な調

達及び設備投資等を行うため、取

引銀行７行と貸出コミットメント

契約を締結しております。当該契

約に基づく当中間会計期間末の借

入未実行残高は次のとおりであり

ます。

貸出コミットメント
の総額

30,000百万円

借入実行残高 ―

差引額 30,000百万円

 当社は、運転資金の効率的な調

達及び設備投資等を行うため、取

引銀行７行と貸出コミットメント

契約を締結しております。当該契

約に基づく当事業年度末の借入未

実行残高は次のとおりでありま

す。

貸出コミットメント 
の総額

30,000百万円

借入実行残高 ―

差引額 30,000百万円



(中間損益計算書関係) 

  

 
  

(中間株主資本等変動計算書関係) 

当中間会計期間（自 2006年１月１日 至 2006年６月30日） 

自己株式に関する事項 

 
（変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次の通りであります。 

端株の買取による増加 0.06株 

  

前中間会計期間
(自 2005年１月１日
至 2005年６月30日)

当中間会計期間
(自 2006年１月１日
至 2006年６月30日)

前事業年度
(自 2005年１月１日
至 2005年12月31日)

 

※１ 営業外収益の主要項目

受取利息 742百万円

受取配当金 669百万円

 

※１ 営業外収益の主要項目

受取利息 1,128百万円

受取配当金 1,366百万円  

※１ 営業外収益の主要項目

受取利息 1,564百万円

※２ 営業外費用の主要項目

支払利息 370百万円

長期前払 
費用償却費

289百万円

支払保証料 116百万円

新株発行費 
償却

121百万円  

※２ 営業外費用の主要項目

支払利息 592百万円

新株発行費
償却

126百万円

長期前払費用
償却費

75百万円
 

※２ 営業外費用の主要項目

支払利息 642百万円

長期前払
費用償却費

543百万円

支払保証料 221百万円

 

 

※３ 特別損失の主要項目

投資有価証券売却損

1,383百万円

ローン費用一括償却に伴う

損失

337百万円

 

 

※３ 特別損失の主要項目

ローン費用一括償却に伴う

損失

111百万円

 

 

 

※３ 特別損失の主要項目

ローン費用一括償却に伴う
損失

2,845百万円

投資有価証券売却損

1,383百万円

 

※４ 減価償却実施額

有形固定資産 72百万円

無形固定資産 215百万円
 

※４ 減価償却実施額

有形固定資産 131百万円

無形固定資産 408百万円
 

※４ 減価償却実施額

有形固定資産 157百万円

無形固定資産 462百万円

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式（株） 0.68 0.06 － 0.74



(リース取引関係) 

  

 

前中間会計期間
(自 2005年１月１日
至 2005年６月30日)

当中間会計期間
(自 2006年１月１日
至 2006年６月30日)

前事業年度
(自 2005年１月１日
至 2005年12月31日)

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

 

１.借主側

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額（関係会社への転貸

分を除く）

取得価額
相当額 
（百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

中間 
期末残高
相当額 
(百万円)

有形固定資

産(車輌運

搬具)

2 2 0

有形固定資

産(工具・

器具及び備

品)

1,216 642 574

無形 

固定資産
328 101 227

合計 1,546 745 801

 

１.借主側

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額（関係会社への転貸

分を除く）

取得価額
相当額 
（百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間
期末残高
相当額 
(百万円)

有形固定資

産(車輌運

搬具)

1 1 0

有形固定資

産(工具・

器具及び備

品)

2,015 623 1,392

無形 

固定資産
282 108 174

合計 2,298 732 1,566

 

１.借主側

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額（関係会社への転貸分を

除く）

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

有形固定資

産(車輌運

搬具)

2 2 0

有形固定資

産 ( 工具・

器具及び備

品)

1,589 655 934

無形 

固定資産
315 120 195

合計 1,906 777 1,129

 

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額(関係会社への転貸分を含む)

一年内 1,989百万円

一年超 6,862

合計 8,851百万円
 

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額(関係会社への転貸分を含む)

一年内 3,909百万円

一年超 15,081

合計 18,990百万円
 

(2) 未経過リース料期末残高相当額

（関係会社への転貸分を含む）

一年内 3,127百万円

一年超 12,296

合計 15,423百万円

 

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額（関係会社

への転貸分を除く） 

支払リース料 161百万円

減価償却費相当額 148

支払利息相当額 12
 

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額（関係会社

への転貸分を除く） 

支払リース料 218百万円

減価償却費相当額 201

支払利息相当額 19
 

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額（関係会社

への転貸分を除く）

支払リース料 339百万円

減価償却費相当額 313

支払利息相当額 26

(4) 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

(5) 利息相当額の算定方法

  リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相当

額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。

(5) 利息相当額の算定方法

同左

(5) 利息相当額の算定方法

同左

２.貸主側（関係会社への転貸）

未経過リース料中間期末残高相当額

一年内 1,690百万円

一年超 6,338

合計 8,028百万円

２.貸主側（関係会社への転貸）

未経過リース料中間期末残高相当額

一年内 3,485百万円

一年超 13,917

合計 17,402百万円

２.貸主側（関係会社への転貸）

未経過リース料期末残高相当額

一年内 2,781百万円

一年超 11,492

合計 14,273百万円

 



(有価証券関係) 

前中間会計期間（2005年６月30日現在） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

当中間会計期間（2006年６月30日現在） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

前事業年度（2005年12月31日現在） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

(１株当たり情報) 

  

 
(注)１株当たり中間（当期）純利益又は損失（△）額の算定上の基礎は以下のとおりであります。 

前中間会計期間
(自 2005年１月１日
至 2005年６月30日)

当中間会計期間
(自 2006年１月１日
至 2006年６月30日)

前事業年度
(自 2005年１月１日
至 2005年12月31日)

１株当たり純資産額 29,133.63円

１株当たり中間純損失 274.78円

１株当たり純資産額 29,537.89円

１株当たり中間純利益 347.23円

１株当たり純資産額 29,122.68円

１株当たり当期純損失 352.11円

なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、中間純損失

を計上しているため、記載しており

ません。

 

潜在株式調整後
１株当たり中間純利益

346.99円 潜在株式調整後１株当たり当期純

利益については、当期純損失を計上

しているため、記載しておりませ

ん。

前中間会計期間
(自 2005年１月１日 
 至 2005年６月30日)

当中間会計期間
(自 2006年１月１日 
 至 2006年６月30日)

前事業年度 
(自 2005年１月１日 
 至 2005年12月31日)

中間（当期）純利益又は損失（△）
(百万円)

△1,594 2,210 △2,141

普通株主に帰属しない金額 
(百万円)

― ― ―

普通株式にかかる 
中間（当期）純利益又は損失（△）
(百万円)

△1,594 2,210 △2,141

普通株式の期中平均株式数(株) 5,801,009 6,365,193 6,081,511

希薄化効果を有しないため、潜在株
式調整後１株当たり中間（当期）純
利益の算定に含めなかった潜在株式
の概要

これらの詳細は、「新株
予約権等の状況」に記載
のとおりであります。

同左 同左



(重要な後発事象) 

  
前中間会計期間

(自 2005年１月１日
至 2005年６月30日)

当中間会計期間
(自 2006年１月１日
至 2006年６月30日)

前事業年度
(自 2005年１月１日
至 2005年12月31日)

(株式取得による子会社の取得)

当社は、2005年９月20日開催の取締

役会において、㈱小田急情報サービ

ス（以下「小田急ケーブルビジョ

ン」)の全株式を2005年９月30日をも

って小田急電鉄㈱より取得すること

を決議いたしました。

(1) 株式取得の目的

当社グループの事業展開の一環

として、当社サービス提供地域と

隣接する小田急電鉄の沿線エリア

においてケーブルテレビ事業を展

開している小田急ケーブルビジョ

ンをグループ会社とすることによ

り、事業戦略上のシナジーを活か

した加入世帯数の増加を期するも

のであります。

(2）小田急ケーブルビジョンの会社

概要、事業内容等

・会社名 ㈱小田急情報サービス

・設立  1983年10月１日

・代表者 取締役社長 藤波 教信

・本店所在地

東京都渋谷区代々木 

二丁目28番12号 

・資本金 1,000百万円

(2005年３月31日現在)

・事業内容

有線テレビジョン放送事

業、有線ラジオ放送事

業、有線テレビジョン放

送施設を利用した電気通

信事業等

(3) 取得金額

9,200百万円

(4) 株式取得の時期

2005年９月30日

(退職金制度の変更）

当社は、2005年４月19日開催の取締

役会において、現行の確定給付退職

金制度を廃止・清算し、前払い退職

金制度及び確定拠出年金制度を導入

することを決議しておりましたが、

その導入時期を10月１日とすること

につき９月16日付けで決定いたしま

した。なお、清算金額は、本報告書

提出日現在計算中であります。

(株式取得による子会社の取得)

1.ケーブルウエスト㈱

当社は、2006年９月28日に、ケーブ

ルウエスト㈱（以下「CW」)の株式を

松下電器産業㈱及び㈱廣済堂他のCW

の株主より取得いたしました。これ

により、当社の株式保有比率は

84.93％となり、CW及び同社の子会社

である５社（吹田ケーブルテレビジ

ョン㈱、豊中・池田ケーブルネット

㈱、高槻ケーブルネットワーク㈱、

東大阪ケーブルテレビ㈱、北河内ケ

ーブルネット㈱）は、当社の連結子

会社となりました。

(1) 株式取得の目的

当社グループの事業展開の一環

として、当社サービス提供地域と

隣接する地域においてケーブルテ

レビ事業を展開しているCWがグル

ープ会社に加わることにより、設

備の共有及び番組の共同購入によ

る運用コストの低減、また営業・

マーケティング活動の効率化な

ど、事業戦略上の相乗効果が期待

でき、当社の成長戦略に大きく寄

与するものと考えております。 

(2）CWの会社概要、事業内容等

・会社名 ケーブルウエスト㈱

・設立  2000年10月５日

・代表者 代表取締役社長 

     松本 正幸 

・本店所在地

大阪市中央区城見二丁目 

1番61号 

・資本金 5,658百万円

(2006年３月31日現在)

・事業内容

有線テレビジョン放送事

業、電気通信事業、ケー

ブル事業会社統括

(3) 取得金額

55,756百万円 

(4) 株式取得の時期

2006年９月28日

(5）取得した株式の数

163,501株

(6）取得後の持分比率

84.93％ 

（小数点第３位切捨て）

(7）支払資金の調達及び支払方法

手持資金の他、シンジケートロ

ーン及び新規の借入金により調

達し、現金振込にて支払

（株式の取得）

当社は2006年１月６日、関西マルチ

メディアサービス㈱（以下KMS）の株

式を、関西電力グループ及び住友商

事㈱他の同社株主から取得いたしま

した。これにより当社の株式保有比

率は25.75％から64.00％に増加し、

同社は当社の連結子会社となりまし

た。同社の取得価額は2,275百万円と

なっております。

① 株式取得の目的

 KMSは、関西地区において当社グル

ープの運営会社と協力し高速インタ

ーネット接続サービスを提供してい

るケーブルISP会社であります。同社

を連結子会社とすることで、関西地

区以外におけるケーブルISP会社であ

る当社連結子会社アットネットホー

ム㈱とともに、コンテンツ開発、バ

ックボーン調達及び新規事業への取

り組み等についての協力体制を強化

してシナジー効果を追求し、よりよ

いサービスを提供していく計画であ

ります。

② KMSの会社概要、事業内容等

設立    1998年４月23日  

代表者   代表取締役社長 

      今川 哲夫  

本店所在地 大阪市北区  

資本金    2,000百万円 

事業内容 

電気通信事業法に定める電気通

信事業、電気通信設備の開発、

製造、販売、保守及び賃貸等 

取得金額  2,275百万円  

取得の時期 2006年１月 

（資本準備金の減少）

2006年３月28日に開催の定時株主総

会において、下記のとおり資本準備

金を取崩し、資本の欠損の補填及び

その他資本剰余金に振り替えること

を決議いたしました。

① 法定準備金減額の目的 

商法289条第2項の規定に基づき、資

本金の額の４分の１を超過する法定

準備金を取崩し、資本の欠損の補填

に充当するとともに、その他資本剰

余金に振り替え、今後の財務政策の

柔軟性と経営戦略の機動性を高める

ものであります。 



  

 
  

前中間会計期間 
（自 2005年１月１日 
  至 2005年６月30日）

当中間会計期間
（自 2006年１月１日 
  至 2006年６月30日）

前事業年度 
（自 2005年１月１日 
  至 2005年12月31日）

(8）その他

本件CWの株式取得に伴い、当社

は、松下電器産業㈱及び㈱廣済

堂が保有していた当社の連結子

会社５社の株式についても併せ

て購入いたしました。 

また、松下電器産業㈱とは、今

後もセット・トップ・ボックス

事業・Ｔナビサービス事業分野

での協力関係を強化することに

ついても合意しております。

2.㈱ケーブルネット下関

当社は2006年８月11日、持分法適用

関連会社であり、運営会社であった

㈱ケーブルネット下関の株式を、同

社の株主から取得いたしました。こ

れにより当社の株式保有比率は

50.00％から51.00％に増加し、同社

は当社の連結子会社となりました。

なお、９月中にも他の少数株主より

株式の買取を行い、本報告書提出日

現在の当社の株式保有比率は、

63.41％となっております。

（多額な資金の借入）

当社は、2006年９月25日に㈱静岡銀

行との間で、また９月27日に日本政

策投資銀行との間で借入に関する契

約を締結いたしました。また、９月

27日付でシンジケートローンのリボ

ルビングファシリティ枠300億円のう

ちの一部を実行いたしました。これ

らは９月28日のケーブルウエスト㈱

の株式購入資金等に充てるための借

入で、借入金額及び条件等は以下の

とおりであります。

(1) ㈱静岡銀行からの借入

借入金額  ：20億円 

借入期間  ：５年 

利率（変動）：TIBOR６ヶ月物 

       +0.25％     

返済条件  ：期限一括返済 

借入実施時期：2006年９月25日 

担保提供資産：なし 

(2) 日本政策投資銀行からの借入

借入金額  ：200億円 

借入期間  ：７年 

利率（固定）：1.72％（100億円） 

       1.90％（100億円）

返済条件  ：５年据置、以降 

       半年毎５回返済 

借入実施時期：2006年９月27日 

担保提供資産：なし 

② 減少する法定準備金の額 

 2005年12月31日末現在の資本準備

金 89,016,797,486 円 の う ち、

60,396,000,000円を取崩しいたしま

す。  

 なお、取崩し後の資本準備金は、

28,620,797,486円となる見込みであ

ります。 

③ 減額の方法 資本準備金の取崩し

額 60,396,000,000 円 の う ち、

18,166,218,910円を資本の欠損の補

填に充当し、42,229,781,090円をそ

の他資本剰余金に振り替える予定で

あります。

④ 減額の日程（予定）  

（1）取締役会決議日  

      2006年２月27日  

（2）定時株主総会決議日  

      2006年３月28日  

（3）債権者異議申述公告  

      2006年３月29日  

（4）債権者異議申述最終期日  

      2006年５月１日  

（5）減額の効力発生日  

      2006年５月２日

（新株予約権の決議）

当社は2006年３月28日開催の定時株主

総会において、商法第280条ノ21の規

定に基づき、当社の取締役、監査役及

び業務執行上で中枢的な役割を担う重

要な役職者であって、取締役会で特に

指定する者に対し、株式報酬型ストッ

クオプションとして新株予約権を発行

することを決議いたしました。



 
  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

前中間会計期間 
（自 2005年１月１日 
  至 2005年６月30日）

当中間会計期間
（自 2006年１月１日 

  至 2006年６月30日）

前事業年度 
（自 2005年１月１日 
  至 2005年12月31日）

(3) シンジケートローン・リボルビ

ングファシリティ枠からの借入

借入金額  ：140億円 

借入期間  ：１ヶ月 

利率（固定）：0.84％ 

返済条件  ：期限一括返済 

借入実施時期：2006年９月27日 

担保提供資産：なし 



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

 
    

  

  

  

(１) 臨時報告書 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12
号(提出会社の財政状態及び経営成績に著しい影響を
与える事象の発生）の規定に基づく臨時報告書であり
ます。 
 

2006年２月27日 
関東財務局長に提出

(２) 有価証券報告書 
及びその添付書類 
 

事業年度 
（第12期）

自 2005年１月１日 
至 2005年12月31日

2006年３月28日 
関東財務局長に提出

(３) 臨時報告書 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９
号(代表取締役の異動）の規定に基づく臨時報告書で
あります。

2006年５月９日 
関東財務局長に提出

(４) 臨時報告書 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９
号(代表取締役の異動）の規定に基づく臨時報告書で
あります。  

2006年６月28日 
関東財務局長に提出



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成17年９月22日

株式会社ジュピターテレコム 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社ジュピターテレコムの平成17年１月１日から平成17年12月31日までの連結会計年度の中間連

結会計期間(平成17年１月１日から平成17年６月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸

借対照表、中間連結損益計算書、中間連結資本勘定計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について

中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、米国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

(中間連結財務諸表注記事項１参照)に準拠して、株式会社ジュピターテレコム及び連結子会社の平成17年６

月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間(平成17年１月１日から平成17年６月

30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成17年９月20日開催の取締役会において、株式会社小

田急情報サービスの全株式を平成17年９月30日をもって小田急電鉄株式会社より取得することを決議した。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  河  合  利  治  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  岩  出  博  男  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

2006年９月28日

株式会社ジュピターテレコム 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社ジュピターテレコムの2006年１月１日から2006年12月31日までの連結会計年度の中間連結会

計期間(2006年１月１日から2006年６月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照

表、中間連結損益計算書、中間連結資本勘定計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監

査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連

結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、米国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

(中間連結財務諸表注記事項１参照)に準拠して、株式会社ジュピターテレコム及び連結子会社の2006年６月

30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間(2006年１月１日から2006年６月30日ま

で)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は2006年９月28日に、ケーブルウエスト株式会社の株式を

取得し、同社は子会社となった。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  河  合  利  治  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  岩  出  博  男  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成17年９月22日

株式会社ジュピターテレコム 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社ジュピターテレコムの平成17年１月１日から平成17年12月31日までの第12期事業年度の中間

会計期間(平成17年１月１日から平成17年６月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及

び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社ジュピターテレコムの平成17年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了す

る中間会計期間(平成17年１月１日から平成17年６月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示してい

るものと認める。 

追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成17年９月20日開催の取締役会において、株式会社小

田急情報サービスの全株式を平成17年９月30日をもって小田急電鉄株式会社より取得することを決議した。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 

あずさ監査法人 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  河  合  利  治  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  岩  出  博  男  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

2006年９月28日

株式会社ジュピターテレコム 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社ジュピターテレコムの2006年１月１日から2006年12月31日までの第13期事業年度の中間会計

期間(2006年１月１日から2006年６月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益

計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社ジュピターテレコムの2006年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する

中間会計期間(2006年１月１日から2006年６月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているもの

と認める。 

追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は2006年９月28日に、ケーブルウエスト株式会社の株式を

取得し、同社は子会社となった。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 

あずさ監査法人 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  河  合  利  治  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  岩  出  博  男  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。
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